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別紙

接続約款の変更案への意見に対する再意見

－NGNのIPｖ６インターネット接続に係る接続条件の追加について－NGNのIPｖ６インタ ネット接続に係る接続条件の追加について

平成２１年７月１３日

西日本電信電話株式会社



ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

１．総論 １－１ マルチプレフィクス問題はＮＴＴ東西に起因することから費用は全て東西が負担すべ
きではないか

マルチプレフィックス問題は、我が国におけるＩ
きではないか Ｐｖ４アドレスの枯渇に対応するため、インター

ネット接続サービスを提供されているＩＳＰ事業者

様が、トンネル方式でＩＰｖ６インターネット接続を

実現される際に生じるものと考えています。

当社としては トンネル方式によるＩＰ ６イン

ＮＴＴ東・西は、自らがＩＰｖ６グローバルアドレスを使用してＮＧＮ網内サービスを提供し、ＩＰ
ｖ６マルチプレフィックス問題を発生させました。これは、ＮＴＴ東・西が惹き起こした問題であ
り、ＮＴＴ東・西が自らの責任において主体的に解消すべき問題です。従って、問題の解消
に係る費用等は全てＮＴＴ東・西が負担すべきであると考えます。 当社としては、トンネル方式によるＩＰｖ６イン

ターネット接続を実現するために必要な費用は、

本来は、当該接続を要望されるＩＳＰ事業者様に

ご負担いただくものと考えていますが、現行のＩＰ

ｖ４インターネット接続において、ＩＳＰ事業者様に、

に係る費用等は全て 東 西が負担す きであると考えます。
【KDDI株式会社】

業務範囲の拡大を、ＮＴＴ東西自らが志向していることを踏まえると、今回のマ
ルチプレフィックス問題の解決にあっては、利用者はもちろんのこと、他の通信事
業者に負担を強いるのではなく、ＮＴＴ東西の責任と負担で対処することが基本で

集約装置及び網終端装置の一部（インタフェース

パッケージ相当）の費用のみをご負担いただい

ていることも踏まえ、今回の接続約款変更申請

案においては、当該装置の費用のみをＩＳＰ事業

者様にご負担いただくこととしたところです

あると考えます。
【株式会社ケイ・オプティコム】

そもそもIPv6プロトコルは、グローバル接続を前提としており、NATの想定がされていない
IPv6アドレスを閉域網であるNGNに採用することに問題があり、それによって引き起こされ

者様にご負担いただくこととしたところです。

なお、それ以外の費用については、ＩＰｖ６用ＮＡ

Ｔ機能を具備した当社アダプタに係る費用を含め、

当社のお客様から回収させていただく考えです。

るマルチプレフィクス等の問題をユーザやＩＳＰが負担して解決しなければいけないと言うこ
とが問題であり、この問題の責任の所在を明確にする必要があるのではないでしょうか。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

１ 総論 １－２ ネイティブ接続も基本的な接続機能とし ＮＴＴ東西が負担すべき トンネル方式及びネイティブ方式は何れも ＩＳ１．総論 １ ２ ネイティブ接続も基本的な接続機能とし、ＮＴＴ東西が負担すべき トンネル方式及びネイティブ方式は何れも、ＩＳ
Ｐ事業者様のご要望に基づき提供するものです
が、トンネル方式については、現行のＩＰｖ４イン
ターネット接続と同様の方式であることを踏まえ、
現行と同じ考え方で、ＩＳＰ事業者様の費用負担
範囲を、集約装置及び網終端装置の一部（イン

トンネル接続が基本的な接続機能に位置付けられているのに対して、ネイティブ方式につ
いては、同方式で接続可能な事業者数が当面最大3社に制限されていることから、個別的
に用いる機能に位置付けられ、実現に必要な費用はネイティブ接続事業者の個別負担とさ
れています。 しかしながら、ネイティブ方式はネイティブ接続事業者を経由して、多くのＩＳＰ
事業者に利用される とを想定している とに加え トンネ 方式にはないメリ トによ て

範囲を、集約装置及び網終端装置の 部（イン
タフェースパッケージ相当）に限定することとしま
した。一方、ネイティブ方式については、現行方
式と異なる新たな方式であり、また、当面、接続
事業者様が最大３社に限定されることから、その
開発に係る費用については、基本的に、要望事

事業者に利用されることを想定していることに加え、トンネル方式にはないメリットによって、
NGN利用者の利便性向上にも貢献することから、トンネル方式と同様に、基本的な接続機
能として位置付けられるのが適当であると考えます。

【株式会社インターネットイニシアティブ】

費
業者様にご負担いただきたいと考えています。IPv6インターネット接続の実現方式として将来はネイティブ方式が適切であるものの、現

時点ではネイティブ方式およびトンネル方式の両案を基本機能として実現し、ＩＳＰにその選
択を任せるべきと考える。

【ＮＥＣビッグローブ株式会社】
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区分 他事業者様意見 当社意見

２ トンネル方式 ２－１ アダプタの費用負担については、NTT東西が負担すべき（HGWのレンタル費用の トンネル方式でのＩＰｖ６インターネット接続を実

ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

２．トンネル方式 ２ １ アダプタの費用負担については、NTT東西が負担すべき（HGWのレンタル費用の
みで賄うべき）

トンネル方式でのＩＰｖ６インタ ネット接続を実

現するために必要となるＩＰｖ６用ＮＡＴ機能につい

ては、端末側で新たな開発が必要になるため、

当社端末の開発に係る費用については、当社の

お客様から回収させていただく考えです。

トンネル方式は、現行IPv4環境と基本的に同等な仕組みであり、NTT東西と相互接続す
る事業者及びインターネット接続利用者の混乱を防ぐためにも基本的に維持すべき方式と
考えます。

当社は、より低廉なサービスをお客様に提供す

る観点から、現時点においては、トータルコストを

より安く実現できる方式（お客様のご負担をより

少なくする方式）として、外付けアダプタ方式を採

用することとしたところです

しかしIPv6環境で利用するためには、NTT東西のNGNサービスとの共存のみのために専
用の追加アダプタが必要で、機能的には「IPv6用NAT機能」のみが示されている状況である
ことから、単一の追加機能のみが製品として提供されることはインターネット接続利用者の
費用負担を軽減するために避けるべきです。

また、インターネット接続利用者全体に占める高齢者などの割合が増える中で、必要とさ
用することとしたところです。

なお、当社は、ＩＰｖ６用ＮＡＴ機能に係る情報を

開示する考えであり、当社だけでなく、メーカやＩ

ＳＰ事業者様等においても低廉で多彩な端末を

開発・提供していただき お客様の利便性向上を

れる機器や配線の増加対策も考慮する必要があり、ネイティブ方式同様に現行のHGWに
機能集約することが必要と考えます。

尚、ネイティブ方式で光電話等のNGNサービスを維持するために接続事業者数が制限さ
れている事を鑑みれば、同様な考えでNGNサービスを維持するために専用の追加アダプタ
に関連する費用をNTT東西が負担すべきであると考えます。 開発 提供していただき、お客様の利便性向上を

図っていただきたいと考えます。

関連する費用を 東 負担す ある 考 ます。

【株式会社電算】

トンネル方式の利用者がIPv6サービスを利用するには「アダプタ」を設置する必要があり，
利用者が負担する初期費用の段階から大きな差になります．つまり，ネイティブ方式採用
のＩＳＰは 利用者に対し 「アダプタ不要」の条件で集客を行いうるということであり 一般的のＩＳＰは，利用者に対し，「アダプタ不要」の条件で集客を行いうるということであり， 般的
消費者がサービス利用のための初期費用を重視する傾向にある以上，既にトンネル方式
が不利に働く可能性が高いといえます．特に，ネイティブ方式が先行してサービスを開始し
た場合は，より顕著に生じると考えられます．

なるほど，ＩＳＰ事業者が負担する金額の範囲については，トンネル方式のほうが「インタ
フェースパッケージ相当」とされている分 ネイティブ方式に比べて少ない可能性はありますフェ スパッケ ジ相当」とされている分，ネイティブ方式に比べて少ない可能性はあります．
しかし，その一点を持って，アダプタが利用者の負担となる分の不利益を補いうるとは，現
時点で両方式でのＩＳＰ事業者の負担額が流動的であることから，必ずしも断言できません．

以上から、仮にネイティブ方式が認可されるとしても，接続可能事業者数が3社ときわめて
制限されることから，「基本的な接続機能」であるトンネル方式で接続する事業者が競争上
不利にならないことが担保されるだけの条件を付す必要があります 具体的には 最低限
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不利にならないことが担保されるだけの条件を付す必要があります．具体的には，最低限，
トンネル方式で必要となるアダプタの費用負担について，利用者の負担とならないようにす
る必要があります．

【EditNet株式会社】



区分 他事業者様意見 当社意見

２ トンネル方式 ２－１ アダプタの費用負担については、NTT東西が負担すべき（HGWのレンタル費用の Ｐ３と同じ

ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

２．トンネル方式 ２ １ アダプタの費用負担については、NTT東西が負担すべき（HGWのレンタル費用の

みで賄うべき）
Ｐ３と同じ

トンネル方式が基本的な接続機能と位置づけられ、また機能提供者の都合でアダプタの
設置が必要になるのであれば、その費用はユーザではなく提供者であるNTT東西殿が負
担すべきものであると考えます。

【イ アクセ 株式会社】【イー・アクセス株式会社】

ＩＰｖ６インターネット接続の基本的接続機能であるトンネル接続が、ネイティブ方式に比べ
て不便かつ費用がかかることにより、実質的に競争力が劣る、使えないものでは不適切で
あり、トンネル接続のエンドユーザーに対しても、ネイティブ接続のエンドユーザーに対する
ものと同条件で提供されなければならないと考えます。アダプタ機能はトンネル方式の提供
において不可欠な機能であること、及び今回のＩＰｖ６インターネット接続方式においては
ホームゲートウェイを利用しているエンドユーザーしか対象にしていないことを考慮すると、
具体的には、アダプタはホームゲートウェイとは別な装置ではなく、一機能としてネイティブ
方式のエンドユーザーに提供されるホームゲートウェイ装置の中に含まれ、エンドユーザー
の希望者に対してはホームゲートウェイのレンタル費用のみで配布されるべきと考えます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】

一つは今回提案されているトンネル方式の仕様ではIPv4専用とIPv6専用の別々のトンネ
ル構成となるため 専用アダプターが必要となります NGNを必要としないユーザでも全てル構成となるため、専用アダプタ が必要となります。NGNを必要としないユ ザでも全て
の機能が利用できるような環境としなければインターネットを利用できないという状況を起こ
します。いわゆる直接接続についても検討されているに過ぎず、サービス提供時期が明示
されていないため、事実上HGWと専用アダプター双方が必須となります。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

２．トンネル方式 ２－２ 現在、ｖ４接続にて使っている集約装置及び網終端装置について、ｖ６接続には使用 現在、網終端装置に係る費用の大半は当社が
できないので、残存価格や撤去費用の負担には配慮してほしい 負担しており、ＩＳＰ事業者様には、集約装置及び

網終端装置の一部（インタフェースパッケージ相

当）に係る費用のみご負担いただいております。

これらの装置が接続事業者様のご要望に基づ

き設置され る とを踏まえると 当該装置を

トンネル方式は、既にIPv4でNTT-NGNと相互接続している接続事業者であっても、
IPv6用網終端装置、IPv6用集約装置への接続料金が追加で必要となることから、接
続事業者に多くの負担を強いる事となります。従って、NTT東西殿は、既存のIPｖ4
装置を活用し IPv6の通信にも共用できるようにすることで 接続事業者 ひいて

き設置されていることを踏まえると、当該装置を

取り替えるときは、接続約款の規定に基づき、旧

装置の残存価額や撤去費用を当該事業者様に

ご負担いただくことが適当であると考えています。

なお ＩＰｖ６インターネット接続機能の利用開始

装置を活用し、IPv6の通信にも共用できるようにすることで、接続事業者、ひいて
はエンドユーザの負担を軽減可能とすべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】

ＩＳＰもIPv6トンネル専用の網終端装置を新たに用意しなければならず、中小ＩＳＰにとって
ず ば なお、ＩＰｖ６インターネット接続機能の利用開始

後も、大半のＩＳＰ事業者様は、当面、ＩＰｖ４イン

ターネット接続機能を継続利用されることになる

と考えており、ＩＳＰ事業者様においては、ＩＰｖ６イ

ンターネット接続サービスへの移行時期につい

は大きな費用負担であり、その上、網集約装置も必ず新たに用意しなければ接続できなく
なります。この際7年間の将来原価方式による費用負担契約で使っている網集約装置は、
契約期限満了まで使用しないにも関わらず毎月コストを支払うか、解約金（残存価格全額）
を支払うことになります。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】

て、旧装置の残存価額等を考慮された上で、計

画的にご判断いただくことも可能と考えます。ＩＰｖ４とＩＰｖ６とでトンネルを分けて二重に設備を構築することの合理性については、未だ
客観的に検証されていません。 ＮＴＴ東・西は、ＩＰｖ６用集約装置およびＩＰｖ６用網終端装置
等の設置に係るコストやＩＰｖ４用網集約装置等の利用中止に係るコストをＩＳＰに請求するこ
ととしていますが、これらの費用を一方的にＩＳＰだけが負担することは公平性を欠くため、Ｉととしていますが、これらの費用を 方的にＩＳＰだけが負担することは公平性を欠くため、Ｉ
ＳＰとＮＴＴ東・西とで応分の負担をすべきであると考えます。

【KDDI株式会社】

ＩＳＰ事業者がＩＰｖ６インターネット接続に対応する場合、トンネル接続インターフェース付
与機能の網改造料として個別に費用負担している集約装置に いて 現在のＩＰ ４用の集与機能の網改造料として個別に費用負担している集約装置について、現在のＩＰｖ４用の集
約装置は使うことができないことから廃棄が必要になります。集約装置の廃棄にあたっては、
減価償却残額分の一括の支払いと撤去手数料がＩＳＰ事業者の負担として生じるため、これ
については配慮を求めたいと思います。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

２ トンネル方式 ２－３ トンネル接続の方がネイティブ接続に比べてＩＳＰや利用者の負担が大きく 不利に 何れの方式がコスト的に有利か不利かについ２．トンネル方式 ２ ３ トンネル接続の方がネイティブ接続に比べてＩＳＰや利用者の負担が大きく、不利に
なる可能性が高い

何れの方式がコスト的に有利か不利かについ

ては、各方式を選択されるＩＳＰ事業者様のユー

ザ数や事業戦略等によるところが大きいため、

一概に両者を比較することは難しいと考えます。
本件の申請においては，トンネル方式を「基本的な接続機能」，ネイティブ方式を「個別的

に用いる機能」と考えられています．トンネル方式は「第一種指定電気通信設備については，
できる限り多くの事業者が利用の公平性が確保された形で，適切な条件により利用可能で
ある とが必要 ある とを踏まえ （申請概要）た上 接続希望 事業者をすべ 受けあることが必要であることを踏まえ」（申請概要）た上で，接続希望の事業者をすべて受け
入れられることなどから基本的な接続機能に位置づけられ，一方のネイティブ方式は，接
続可能な事業者数が3社に制限されることから，基本的な接続機能といえず，個別的機能
に位置づけられています．

そのため，本件認可申請の前提としては，トンネル方式の提供により参入希望の事業者
ブはすべて受け入れられるのであるから，ネイティブ方式が3社に限られても問題はないとの

考えがあるのではないかと思われます．

しかし，ネイティブ方式のほうがトンネル方式よりも条件が有利になってしまえば，3社に
のみ有利な条件での接続が認められることになり，ネイティブ方式での接続ができた事業
者と，できなかった事業者の間で，競争が大きく歪められることになります．

このため，ネイティブ方式の接続可能事業者が制限されている以上は，「基本的な接続機
能」による接続に比べて条件が有利であってはなりません．

【EditNet株式会社】

今は見えていないコストが出てくることは確実であり トンネル方式を採用する際のコスト今は見えていないコストが出てくることは確実であり、トンネル方式を採用する際のコスト
が全てNTT東西会社によって見積もられている訳ではなく、単純比較でトンネル方式が安く
なると言う訳ではありません

（略）

この方式の最大の問題点は上限3社に限定されてしまうことであり、トンネル方式と比べて
見かけ上こちらの方がコスト高になりますが、トンネル方式のところで述べたように、トンネ
ル方式には見えないコストがあちらこちらにあるために、必ずしもネイティブ方式の方がコス
ト高とは言えません。現にユーザから見た場合にはトンネル方式は専用アダプタの費用が
余分に発生し、ユーザにはその費用しか見えません。

また、現状提示されているネイティブ方式にかかる費用が永遠に変更されないという保証
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はなく、場合によってはトンネル方式より安価になる可能性も否定できません。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】



ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

２ トンネル方式 ２－３ トンネル接続の方がネイティブ接続に比べてＩＳＰや利用者の負担が大きく 不利に Ｐ６と同じ２．トンネル方式 ２ ３ トンネル接続の方がネイティブ接続に比べてＩＳＰや利用者の負担が大きく、不利に
なる可能性が高い

Ｐ６と同じ

トンネル方式については、エンドユーザーがネイティブ方式のエンドユーザーに比べて不
利にならないよう、トンネル方式のエンドユーザーとネイティブ方式のエンドユーザーの提供
条件を同じにすること（略）が必要と考えます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】

ネイティブ接続機能の網改造料説明にて、「ネイティブ接続機能は、NTT東西が、網内折
返し機能として利用し閉域網内サービスを提供することが可能である」とされ、このサービス
による費用分担を申し出ているが 現時点ではサ ビス提供の可能性が不透明であり費

網内折り返し機能を用いたサービスについて
は、現在検討中ですが、本サービスの提供によ
り 他事業者様の費用負担に影響を与えることによる費用分担を申し出ているが、現時点ではサービス提供の可能性が不透明であり費

用分担の考えに含めるべきではない。 NTT東西が架空のサービスにて費用分担を宣言す
ることで不当にネイティブ方式の費用的な優位性を高めていると判断できる。

【株式会社電算】

り、他事業者様の費用負担に影響を与えること
から、最大限情報開示するという考えの下、ご説
明させていただいているものです。
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区分 他事業者様意見 当社意見

２ トンネル方式 ２－４ アダプタ方式ではなく HGWへの機能追加で対応すべき。（その際は 日本独自の Ｐ３（２－１項）と同じ

ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

２．トンネル方式 ２ ４ アダプタ方式ではなく、HGWへの機能追加で対応すべき。（その際は、日本独自の
方式にならないようにすべき）

Ｐ３（２ １項）と同じ

トンネル方式の技術的問題としては、トンネルの技術的条件がIETFやブロードバンド

フォーラム等の国際標準、デファクトスタンダードの醸成を待たずして決められたために、
HGWを介さずにユーザ所有のパソコンに直結する形態がサポートされておらず、将来的に
もサポ トの見込みが示されていないことが挙げられます 現在のBフレ ツサ ビスにおもサポートの見込みが示されていないことが挙げられます。現在のBフレッツサービスにお

いてもこのような形態にて接続しているユーザが多くいることが想定され、このようなサービ
ス環境下ではユーザ利便性のスペックダウンとなり、また既存のユーザがNGNに移行する

大きな障壁になることにもつながるため、解決に向けた検討が必要であると考えます。

【イー・アクセス株式会社】

当初、専用アダプターの追加ではなく、HGWに機能追加することで協議されてきたことが、
NTT東西会社がＩＳＰに費用負担をさせないことに方向転換した時点から、専用アダプター
の採用になり、ユーザへ開発負担を振り向けた形にとなり、見かけ上トンネル方式が安く見
えるようになった仕掛けにしか過ぎないと思われます。よって、トンネル方式においてHGWる う な 仕掛け 過ぎな 思われます。 、 方 お
への機能追加が仕様として盛り込まれるべきであると考えます。また、その際のNAT方式に
ついても現在IEFTで標準化が進んでいる方式が採用され、日本独自の方式採用で更なる
ガラパゴス化にならないこと望みます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

２．トンネル方式 ２－５ トンネルをＩＰｖ４及びＩＰｖ６の両方で利用できるようにすべき １台の網終端装置でＩＰｖ４とＩＰｖ６の双方を利用
できるようにするためには、

① 新たな開発・検証が必要になるため、２０１

１年４月からのサービス提供が間に合わな

くなるとともに、開発・検証に係る費用が嵩

むこと

トンネルをIPv4及びIPv6の両方で利用できるようにすることを要望します。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】

むこと、

② ＩＰｖ６インターネット接続サービスだけを提

供したいとするＩＳＰ事業者様が存在すると

想定されるとのご意見をいただいたこと、

等を踏まえ 今回 当社は ＩＰｖ６専用の網終端等を踏まえ、今回、当社は、ＩＰｖ６専用の網終端

装置を開発することとしたものです。
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区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１ ３社制限については なぜ４社以上が不可能なのか技術的な説明が足りない。４社 ネイティブ方式は ネイティブ接続事業者様か

ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

３．ネイティブ方式 ３ １ ３社制限については、なぜ４社以上が不可能なのか技術的な説明が足りない。４社
以上が可能になる時期・費用等について示すべき

ネイティブ方式は、ネイティブ接続事業者様か
らお預かりした各社固有のアドレスブロック内のＩ
Ｐｖ６アドレスを用いて通信を実現するため、ネイ
ティブ接続事業者様の増加に伴いアドレスブロッ
ク数を増加させる場合、ＮＧＮのルータが、増加
したアドレス分の経路を識別してルーティングす

トンネル接続とネイティブ接続の双方が接続約款上に規定されるとしても、ネイティブ接続の接続
事業者数が制限されてよい理由にはならないと考えます。 例えば、トンネル接続よりネイティブ接続
の方がＩＳＰの負担する総コストが格段に低くなると仮定した場合、ＩＳＰはネイティブ接続を利用する
以外に選択肢がなくなるため ＩＰｖ６によるインターネット接続サービスを一部の事業者しか提供でき したアドレス分の経路を識別してル ティングす

る必要が生じ、ＮＧＮのルータで管理する経路情
報数も合わせて増加するため、ネットワーク故障
発生時に、経路切替えによって故障回復を図る
際の、経路切替えに伴う経路再計算のための
ルータ負荷が増加することになります。

以外に選択肢がなくなるため、ＩＰｖ６によるインタ ネット接続サ ビスを 部の事業者しか提供でき
ない状況が発生します。

ネイティブ接続においては、接続事業者数が当面最大３社までとされていますが、これは合理的な
理由がない限り、電気通信事業法第３０条（禁止行為等）、第３２条 （電気通信回線設備との接続）
等で禁止する差別的な取り扱いや接続拒否に該当するおそれがあると考えます。

【KDDI株式会社】

その結果、経路切替えに要する時間が長期化
し、迅速に故障回復することが不可能となり、現
にサービス提供している７００万（東西計）を超え
るひかり電話ユーザのサービス品質等、ＱｏＳ
サービスの品質の劣化を招くことになるため、Ｎ

【KDDI株式会社】

３社限定という閉塞的な仕組みを、オープンなインターネットの世界に組み入れることがよいかとい
う点について、十分検証いただくことが肝要と考えます。

【株式会社ケイ・オプティコム】
サ ビスの品質の劣化を招く とになるため、
ＧＮのルータが処理する経路情報数を制限する
ことにより、一定時間内に経路切替えを行えるよ
うにする必要があります。

したがって、現在のルータ処理能力においては、
ネイティブ接続事業者様からお預かりするアドレ

ネイティブ方式は，当初から3社に限定して接続に応ずるとしており，そもそも接続義務と
の関連できわめて不適切です．

【EditNet株式会社】

今回申請された約款変更案によれば ネイティブ方式のいわゆる代表ＩＳＰが3社に制限されていま ネイティブ接続事業者様からお預かりするアドレ
スブロックについて、最大３に制限させていただく
必要があると考えております。

なお、現時点において、最大数の拡大が可能と
なる時期や費用等を具体的にお示しすることは
困難ですが 当社としては 今後の技術の進展

今回申請された約款変更案によれば，ネイティブ方式のいわゆる代表ＩＳＰが3社に制限されていま
す。NTT東西において，この制限を撤廃できるめどは立っておりません（事業者説明会での回答）。

第一種指定電気通信設備の開放が義務付けられているにもかかわらず，3社としか相互接続をし
ないことは，NWのオープン化の理念，また，電気通信事業法が相互接続に応じる義務を課している
ことに照らし，明らかに不適切です．

したがって この制限が撤廃されるか または相互接続を行いたい事業者をいずれも受け入れる 困難ですが、当社としては、今後の技術の進展
に伴うルータの性能向上等に合わせて検討して
いく考えですので、ご理解いただくようお願いしま
す。

したがって，この制限が撤廃されるか，または相互接続を行いたい事業者をいずれも受け入れる
のに十分な制限にならない限りは，そもそもネイティブ方式が認められるべきではありません。

【EditNet株式会社：別紙Ｐ４】

最大3社の制限については、今後の技術革新によって緩和されることが十分に期待されるため、
NTT東西に継続的な検証を義務付ける必要があると考えます。

10

NTT東西に継続的な検証を義務付ける必要があると考えます。

【株式会社インターネットイニシアティブ】



区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１ ３社制限については なぜ４社以上が不可能なのか技術的な説明が足りない。４社 P１０と同じ

ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

３．ネイティブ方式 ３ １ ３社制限については、なぜ４社以上が不可能なのか技術的な説明が足りない。４社
以上が可能になる時期・費用等について示すべき

P１０と同じ

ネイティブ方式については、技術的な問題から当面最大３社の接続のみに制限されていますが、
「３社」と制限された経緯については不透明であり十分な説明が行われていないと考えます。４社以
上の申込の際の選定基準は現在の契約数の多い事業者が選定されることになり、更には４社以上
の接続が可能となる見込みも示されていませんの接続が可能となる見込みも示されていません。

【イー・アクセス株式会社】

ＮＴＴ東・西からは、ネイティブ接続事業者が３社までである理由について、「中継ルータの処理能力
に制約がある」「ひかり電話等のＱｏＳサービスの品質劣化を回避するため」等といった定性的な説
明がなされているにすぎません ネイティブ接続事業者が４社以上の場合に必要となる具体的な費明がなされているにすぎません。ネイティブ接続事業者が４社以上の場合に必要となる具体的な費
用や期間、サービス品質にかかる数値等を定量的に示した合理的な説明が行われる必要があると
考えます。また、その説明が真に合理的なものであるか否か、審議会において十分な議論が尽くさ
れる必要があると考えます。

【KDDI株式会社】

ネイティブ方式による接続について、ネイティブ接続事業者が3社に制限されることの根拠
として「中継ルータの処理能力に制限があり、ひかり電話等のQoSサービスにおける故障発
生時の品質劣化を回避するために、接続事業者は、当面最大3社とすることが必要」と申請概

要において示されていますが、この点に関して事業者側で理解できるような明確な技術的根
拠が開示されていません。本来、NTT東西殿は接続義務があることから、本申請のように接
続を制限する場合 事業者が制限理由を理解できるよう NTT東西殿は具体的か 明確な根続を制限する場合、事業者が制限理由を理解できるよう、NTT東西殿は具体的かつ明確な根
拠を開示すべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】

ネイティブ方式によりNTT-NGNに直接接続可能な事業者は「当面最大3社」とされていま
すが 「4社以上のネイテ ブ方式による接続要望がある場合 本方式実施後何年以内に追加すが、「4社以上のネイティブ方式による接続要望がある場合、本方式実施後何年以内に追加
接続を実現する」等の具体的な規定を接続約款変更案に追記すべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】

ネイティブ方式については、3社という上限が最低10社程度以上であること。そしてそれ
以上の事業者が接続できるようになる時期の明確化
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以上の事業者が接続できるようになる時期の明確化。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】



ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－２ 選定基準方法について 透明性 公正性に問題がある。第三者により選定を行うべ ネイティブ接続事業者様の選定にあたっては３．ネイティブ方式 ３ ２ 選定基準方法について、透明性、公正性に問題がある。第三者により選定を行うべ
き

ネイティブ接続事業者様の選定にあたっては、
できる限り多くのお客様にＩＰｖ６インターネット接
続サービスをご利用いただけるようにすることで、
お客様の利便性向上を図る観点から、ネイティブ
接続事業者様を選択する各ＩＳＰ事業者様の契
約数の合計が多い順に選定を行うこととしたとこ

ネイティブ接続事業者の選定手続きにおいては、選定結果は開示されるものの手続プロ
セスはNTT東西殿内に閉じられたものとなっており、手続の適正性及び透明性の確保が不
十分であると考えます。適正な選定手続を確保するためには、NTT東西殿以外の第三者に
よる選定作業が必要であると考えます

約数の合計が多い順に選定を行うこととしたとこ
ろです。

また、当社がネイティブ接続の申込事業者様か
らお預かりした情報について、総務省殿に確認
を求めることがある旨、接続約款に規定しており、
必要に応じて、総務省殿による第三者的な立場

よる選定作業が必要であると考えます。

【イー・アクセス株式会社】

ネイティブ接続事業者の選定をＮＴＴ東西が行なうことについては、透明性、公正性の点で
問題があると考えます。選定は、もし行なわなければならないとするならば、ＮＴＴ東西では 必要に応じて、総務省殿による第三者的な立場

での検証が可能であることから、選定手続きの
透明性や公正性は担保されるものと考えます。

問題があると考えます。選定は、もし行なわなければならないとするならば、ＮＴＴ東西では
なく、第三者により行なわれなければならないと考えます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】

選定過程についても単にNTT東西が提出資料を基に選定するとされるだけで，各社の状
況等は（申し込みをした事業者でさえも）開示できることにな ておらず およそ厳正な選定況等は（申し込みをした事業者でさえも）開示できることになっておらず，およそ厳正な選定
が担保されるとはいいがたい状況です。

【EditNet株式会社】

ネイティブ接続事業者の選定はNTT東西殿により行われることになっていますが、ネイティブ接続事業者の選定は 東西殿により行われる とになっていますが、

選定結果の外部検証性が担保されておらず、透明性に問題があります。従って、選
定については利害関係のない第三者等により行うべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－２－１ 資本関係あるＩＳＰの契約数をカウント対象外とすべき ネイティブ接続事業者様の選定にあたっては、３．ネイティブ方式 ３ ２ １ 資本関係あるＩＳＰの契約数をカウント対象外とす き ネイティブ接続事業者様の選定にあたっては、
できる限り多くのお客様にＩＰｖ６インターネット接
続サービスをご利用いただけるようにすることで、
お客様の利便性向上を図る観点から、資本関係
の有無に関係なく、ネイティブ接続事業者様を選
択する各ＩＳＰ事業者様の契約数の合計が多い

申請概要Ｐ４（３）１）ネイティブ事業者の選定手続・基準によれば、ネイティブ接続事業者
の申込が４以上に達した場合、③において当該ネイティブ接続事業者のインターネット接続
サービスの契約数を対象外とし、他事業者の契約数のみカウントするとあります。これはＮ
ＴＴ東西より、大手ＩＳＰ自身がその会員数の多さをもって、単独でネイティブ接続事業者とな 択する各 事業者様 契約数 合計 多

順に選定を行うこととしたところであり、その方が
より多くのお客様にＩＰｖ６インターネット接続サー
ビスをご利用いただけるものと考えます。

ることを排除する目的と説明を受けました。しかし、その趣旨を徹底させるならば、当該ネイ
ティブ接続事業者と親子であれ兄弟であれ何らかの資本関係のあるＩＳＰ事業者の契約数
についてもカウントの対象から外すべきと考えます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】

３－２－２ ユーザ数の重複計上を認めるべきでない ＩＳＰ事業者様が、現に複数のブロードバンドア
クセス事業者様と接続してサービス提供されて
いるのと同様に、複数のネイティブ接続事業者
様と接続してサービス提供される可能性がある

ネイティブ接続事業者の選定における公平性を確保するために、選定基準となる「イン
ターネット接続サービスの契約数」は、複数のネイティブ接続事業者で多重計上されないよ

様と接続してサービス提供される可能性がある
ことを踏まえると、ネイティブ接続事業者様を選
定する際も、当該ＩＳＰ事業者様の契約数の全数
を、選択したネイティブ接続事業者様へそれぞれ
カウントして算出することが適当であると考えま
す。

うな処置が必要であります。

【株式会社インターネットイニシアティブ】

ネイティブ接続事業者（候補）は、自身に申し込まれたＩＳＰのユーザー数の合計を用いて
選定されるとのことですが 以下のような問題が懸念されることから 公平性・公正性を担 す。選定されるとのことですが、以下のような問題が懸念されることから、公平性・公正性を担
保するためには、これらを解消する選定手続・基準が確立される必要があると考えます。

① ＩＳＰが複数のネイティブ接続事業者（候補）に申し込んだ場合、ユーザー数が重複して
カウントされる。

【KDDI株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－２－３ インターネット接続サービスの契約数の確認方法が不明瞭 インターネット接続サービスの契約数として、電契
気通信事業報告規則第２条第１項に規定する
「インターネット接続サービス（携帯電話・ＰＨＳ端
末インターネット接続サービスであるものを除
く。）の契約数等」を用いる旨、接続約款に規定し
ており、契約数のカウント方法は明確になってい

ネイティブ接続事業者（候補）は、自身に申し込まれたＩＳＰのユーザー数の合計を用いて
選定されるとのことですが、以下のような問題が懸念されることから、公平性・公正性を担
保するためには、これらを解消する選定手続・基準が確立される必要があると考えます。

② ５万人以下のユーザー数を持つＩＳＰの場合、電気通信事業報告規則の報告対象
外であるため 専らＩＳＰの自己申告に頼ることとなり正確な ザ 数を把握でき ます。また、当社としては、電気通信事業報告規

則で報告が義務付けられていない事業者様につ
いても、同規則や接続約款の規定を参照した上
で、適切に真正な契約数を報告いただけるもの
と認識しており、当社としては、各事業者様から

づ

外であるため、専らＩＳＰの自己申告に頼ることとなり正確なユーザー数を把握でき
ない。

【KDDI株式会社】

報告された数値に基づき対応させていただく考
えです。

「3社」の選定過程についても、総務省への報告義務がないＩＳＰ事業者の契約数について

検証する方法がないことや、代表ＩＳＰ候補者またはそれらに申し込みを行ったＩＳＰ事業者
に不正な行為があった場合の扱いが明確でないなど（略）、いまだ多くの問題があります。

【EditNet株式会社】

３社を選定する条件が「インターネット接続サービスの契約数」の多い方から３社となって
いますが、インターネット接続契約数の数え方が不明瞭であります。例えば携帯電話会社
の携帯所有者もインターネット接続契約者数に入るのか、契約数の把握は何の資料を基に
どういった手段で確認するのか等も不明です。

【株式会社新潟通信サービス】【株式会社新潟通信サ ビス】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－２－４ ＩＳＰからのネイティブ接続事業者候補への申込みについて統一的な扱いとすべ ＩＳＰ事業者様のユーザ数をカウント対象とする３．ネイティブ方式 ３ ２ ４ ＩＳＰからのネイティブ接続事業者候補 の申込みについて統 的な扱いとす
き

ＩＳＰ事業者様のユ ザ数をカウント対象とする
ためには、①当該ＩＳＰ事業者様がネイティブ接
続申込者に対して接続等に係る契約締結の申
込みを行っていること、②当該申込みを証する書
面があること、という条件が必要である旨、接続
約款に規定しており、申込みの基準は明確にさ

ネイティブ接続事業者（候補）は、自身に申し込まれたＩＳＰのユーザー数の合計を用いて
選定されるとのことですが、以下のような問題が懸念されることから、公平性・公正性を担
保するためには、これらを解消する選定手続・基準が確立される必要があると考えます。

③ ネイテ ブ接続事業者（候補）がＩＳＰから受付けた申込みの拘束力等が統 されな
約款 規定 おり、申込 準 明確 さ
れているものと考えています。③ ネイティブ接続事業者（候補）がＩＳＰから受付けた申込みの拘束力等が統一されな

いため、ネイティブ接続事業者（候補）間でＩＳＰの集め易さに不公平が生じる。

【KDDI株式会社】
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区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－３ 長期的にトンネル方式が競争上劣位となると インターネット接続がネイティブ方式 何れの方式がコスト的に有利か不利かについ

ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

３．ネイティブ方式 ３ ３ 長期的にトンネル方式が競争上劣位となると、インタ ネット接続がネイティブ方式
の３社に収斂されることは問題

何れの方式がコスト的に有利か不利かについ
ては、各方式を選択されるＩＳＰ事業者様のユー
ザ数や事業戦略等によるところが大きいため、
一概に両者を比較することは難しいと考えます。

ネイティブ方式の場合、現時点では技術的な制
約から接続事業者様は最大３社に限定されます

ネイティブ方式においては、フレッツ上では日本の全てのＩＳＰがネイティブ接続事業者３
社のいずれかからＩＰｖ６インターネット接続サービスの供給を受けることになります。従いま
してネイティブ接続にあっては、インターネットの接続ポリシー（帯域制御、フィルタリング、

テ ングなど）は３ に収斂される とになります インタ ネ トが本来多数のネ ト 約から接続事業者様は最大３社に限定されます
が、当該方式は、国際的に標準化されたＩＰｖ６で
の実現方式であり、また、お客様利便の低下を
招くマルチプレフィックス問題を完全に回避でき
る点において優れた部分があること等から、一
部のＩＳＰ事業者様からご要望をいただいたもの

ルーティングなど）は３つに収斂されることになります。インターネットが本来多数のネット
ワークサービス事業者により提供されるネットワークであることを考慮すると、３社というの
はその本来の性質にそぐわないものになります。トンネル方式が共存すれば良いのですが、
長期的にトンネル方式が競争上劣位となり共存できない事態となった場合、日本のインター
ネット環境が寡占状態下になる懸念があります。

【社 本 プ バ ダ 協会】
部のＩＳＰ事業者様からご要望をいただいたもの
と考えております。

当社としては、ＩＳＰ事業者様からネイティブ方
式によるＩＰｖ６インターネット接続機能の提供に
係るご要望をいただいており、技術的にも実現
可能であることから 当該ご要望に沿ってネイ

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】

可能であることから、当該ご要望に沿ってネイ
ティブ方式を提供することとしたものであり、ネイ
ティブ方式の提供によって、ＩＳＰ事業者様が多様
なインターネット接続サービスを提供することが
可能となり、お客様の選択肢が広がることは、お
客様の利便性向上に資するものと考えます。客様の利便性向上に資するものと考えます。

３－３－１ 定期的な入れ替えを行うべき ネイティブ接続事業者様を定期的に入れ替え
ることは、お客様が現に利用しているサービスが
中断される等、ＩＳＰ事業者様やお客様に多大な

（略）仮にネイティブ方式が「3社条項」を残したまま認可されるにしても，

(1)「3社」が固定化されることは不適切であるから 定期的な入れ替えを行うなどの措置を 影響を与えることになり、お客様利便の低下を招
くこととなるため、実施すべきではないと考えます。

(1)「3社」が固定化されることは不適切であるから，定期的な入れ替えを行うなどの措置を
行うべきです。

【EditNet株式会社】
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区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－４ 接続点が東西１カ所の根拠が不明。地域ＩＳＰにはハードルが高いため 各県ごとに ２０１１年４月のＩＰｖ６インターネット接続機能の

ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

３．ネイティブ方式 ３ ４ 接続点が東西１カ所の根拠が不明。地域ＩＳＰにはハ ドルが高いため、各県ごとに
設けるべき

２０１１年４月のＩＰｖ６インタ ネット接続機能の
提供開始時点では、お客様の数もそれほど多く
ないと想定されるため、多大な費用をかけて全
国に数多くの相互接続点を設置した場合、低廉
なサービス提供によるお客様利便の確保に支障
が生じかねないことから、まずは、最も効率的で

ＮＴＴ東・西は、２００９年６月３日の説明会において、ネイティブ接続事業者は、ＮＴＴ東・西
それぞれ一箇所の相互接続点（ＰＯＩ）で接続し、ＮＴＴ東・西の広域接続（活用業務）を利用
することが前提であるとされていますが、本来ＰＯＩを各県に設けることが必須であると考え
ます また トンネ 方式に いても が各県に設けられているものの 広域接続の場

が生じかねないことから、まずは、最も効率的で
コストが安価な東西それぞれ１ヶ所での接続形
態としているところです。

今後、接続事業者様から、ＩＰｖ６インターネット
接続機能を利用されるお客様の数の増加に応じ
て、相互接続点の箇所を増やしてほしいとの具

ます。また、トンネル方式についても、ＰＯＩが各県に設けられているものの、広域接続の場
合は活用業務の利用が前提とされています。 ＮＴＴ東・西の本来業務が地域電気通信業務
であることから考えれば、活用業務といった例外的な対応を前提とする接続形態は不適当
であり、ＩＳＰ事業者との標準的な接続形態として認めるべきではありません。

【ＫＤＤＩ株式会社】
て、相互接続点の箇所を増やしてほしいとの具
体的なご要望が寄せられれば、当社としても協
議させていただく考えです。

なお、ネイティブ方式では、各ネイティブ接続事
業者様網への振り分けをゲートウェイルータで
行っているため 全てのネイティブ事業者様にお

当初の接続POIはNTT東西エリア各１箇所ずつとなり、地方のみで事業展開する事業者
にとってはハードルの高い接続条件になっています。これでは地方のみで展開する小規模
事業者や新規参入事業者にとっては不利に働く条件となり、初回に選定される事業者３社
によって、事実上市場の独占化が行われ公正競争の確保が非常に困難になると考えます。

行っているため、全てのネイティブ事業者様にお
いて、新たに設置したゲートウェイルータへの接
続を行っていただく必要があります。

【イー・アクセス株式会社】

このモデルにおいては、ネイティブ接続事業者はVNE（Virtual Network Enabler）として捉
えることができ、VNEであるネイティブ接続事業者やVNOであるＩＳＰ事業者の自由度を確保
することにより インフラを担うNTT東西がIPv6インターネット接続に対して圧倒的な支配力することにより、インフラを担うNTT東西がIPv6インタ ネット接続に対して圧倒的な支配力
を持つことを抑止することができます。したがって、ネイティブ方式を認可するにあたっては、
NTT東西はインフラとなるNGNに十分な拡張性を持たせ、ネイティブ接続事業者やＩＳＰ事業
者からの要求に柔軟に対応することが強く求められます。

【株式会社インターネットイニシアティブ】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－４ 接続点が東西１カ所の根拠が不明。地域ＩＳＰにはハードルが高いため、各県ごとに Ｐ１７と同じネイティ 方式 接続点が東西 カ所の根拠が不明。地域 には ドルが高 ため、各県 とに
設けるべき

と同じ

ネイティブ方式のネットワーク概要図・・・図にはゲートウェイルータが1台しか記されており
ませんが、地域事業者との相互接続やトラヒックの一極集中回避の面から、NTT東西とネイ
ティブ接続事業者との接続は複数個所で行われるべきであります。

ネイ ブ接続事業者 ネ ト ク設計 自由度が確保されるように 東西にはネネイティブ接続事業者のネットワーク設計の自由度が確保されるように、NTT東西にはネ
イティブ接続事業者の接続点の開設要望に対して柔軟に対応することを義務付けるべきで
あると考えます。

【株式会社インターネットイニシアティブ】

ＰＯＩが東日本・西日本エリア各１箇所に限定されることで、トラフィックの地
理的集中を加速させないかという点について、十分検証いただくことが肝要と考え
ます。

【株式会社ケイ・オプティコム】

ネイティブ方式において、NTT東西殿それぞれで1箇所のみでしか相互接続点が設
定されていない理由について、NTT東西殿から説明がされていないため、事業者が
その理由を理解できるよう、NTT東西殿は、その根拠を提示すべきと考えます。な
お、相互接続点の追加について、事業者の要望があった場合は、NTT東西殿は協議
に応じるべきと考えますに応じるべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】

全国には、地域でＩＳＰ事業を行っている多くの会社があります。今回の接続点１個所への
制限は地域でＩＳＰ事業を行っている事業者にとっては死活問題です。これまで自主的に設制限 地域 事業を行 る事業者 死活問題 す。 れま 自 的 設
定できた価格やサービスがすべて全国規模の事業者にゆだねられ、地域の事業者の自主
的なサービスは不可能となってしまいます。

【株式会社新潟通信サービス】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－４ 接続点が東西１カ所の根拠が不明。地域ＩＳＰにはハードルが高いため、各県ごとに Ｐ１７と同じネイティ 方式 接続点が東西 カ所の根拠が不明。地域 には ドルが高 ため、各県 とに
設けるべき

と同じ

一つ目はこの方式は東京、大阪の2カ所でしか相互接続できません。よって地方の

ＩＳＰが自社所在地の地域だけでサービス提供したくとも、東日本、西日本という
広大なエリアで営業しなければならないコスト負担となり、実質地域単位で営業し
ているＩＳＰの排除となります 東京 大阪に比べ大きなトランジットコストを払ているＩＳＰの排除となります。東京、大阪に比べ大きなトランジットコストを払
いながら営業している地域ＩＳＰには更なる打撃となります。これは地方における
デジタルデバイドさらに拡大させることにつながります。

これは地方でデータセンタ業を営むものにとっても致命的であり(データセンタの

価値はユーザ宅までのホップ数が少なさで決まる）東京、大阪、それもホップ数を
考えるとNTT東西会社内のネットワ クが最も価値があることになり 日本はNTT考えるとNTT東西会社内のネットワークが最も価値があることになり、日本はNTT
東西会社の施設以外では全て価値が無くなっていくと言うことになります。

（略）

相互接続点が東京・大阪だけでなく、最低限都道府県県庁所在地に設置されること。そし
て、東西あるいは南北に長い都道府県においては、その地域を均等に分ける地点2カ所以
上に接続ポイントを置くこと。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】

相互接続拠点（以下、POI）の分散が必要となった場合に、接続事業者は全ての
POIへの接続が義務付けられており 広域サービスを前提としたネイティブ方式であPOIへの接続が義務付けられており、広域サ ビスを前提としたネイティブ方式であ
るにもかかわらず接続事業者自身に回線負担を強いる状況に問題があります。

【株式会社電算】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－５ 網内折り返し機能は ＮＧＮの機能として位置づけられ これを実現するための費用 ＩＳＰ事業者様からご要望いただいているネイ３．ネイティブ方式 ３ ５ 網内折り返し機能は、ＮＧＮの機能として位置づけられ、これを実現するための費用
はＮＴＴ東西が負担すべき

ＩＳＰ事業者様からご要望いただいているネイ
ティブ接続機能と、今後当社が提供予定の網内
折り返し機能において、共通的に利用する部分
があることから、当該共通部分の開発に係る費
用については、ネイティブ接続事業者様と当社と
の間で、ユーザ数を基に按分して負担することと

ネイティブ方式における大きな特徴は、通信の行う二者が共にNTT東日本（もしくはNTT
西日本）のNGN利用者であった場合、たとえその二者の契約ＩＳＰ、さらには契約ＩＳＰが利用
するネイティブ接続事業者が異なっていた場合でも、通信がNGN網内で折り返される点で
あります

の間で、 ザ数を基に按分して負担することと
しております。

あります。

NGN網内で折り返されるということは、通信がNTT東日本（もしくはNTT西日本）の設備内
で完結することに他ならず、NGN網内の折り返しはNGNの機能として位置づけられるもので
あり、それを実現するための費用をネイティブ接続事業者も負担すべきであるという考え方
には賛同できません。

【株式会社インターネットイニシアティブ】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は 慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ 当社は ＩＳＰ事業者様からネイティブ方式によ３．ネイティブ方式 ３ ６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は、慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ
リングサービスが不可能になったり、ＩＳＰで違法情報を把握できなくなる 。

当社は、ＩＳＰ事業者様からネイティブ方式によ
るＩＰｖ６インターネット接続機能の提供に係るご
要望をいただいており、技術的にも実現可能で
あることから、当該ご要望に沿ってネイティブ方
式を提供することとしたものです。

当社としては 従来より捜査機関から要請があ

ユーザ間の通信がNGN網内で折り返した場合、ＩＳＰ事業者はその通信について管理する
ことができません。そのため、警察など捜査機関からの不正利用に関する照会が届いた場
合に、対応ができない問題が発生します。

【イ アクセ 株式会社】 当社としては、従来より捜査機関から要請があ
れば、犯罪捜査への協力を実施しており、ネイ
ティブ方式においてもこれまでと同様に対応して
いく考えです。

また、有害情報等への対応については、社会
的コンセンサス等を踏まえ 接続事業者様と連

【イー・アクセス株式会社】

ネイティブ接続においては、ＮＴＴ東西が網内折り返し機能を提供することが前提となって
いますが、ＩＰｖ６インターネットにおいてエンドユーザー間の通信が網内で折り返されると、Ｉ
ＳＰ事業者はインターネット接続の提供者であるにも係らず、その通信に関し管理すること

的コンセンサス等を踏まえ、接続事業者様と連
携し対応していく考えです。

ができません。その結果、違法情報などについて警察など捜査機関から照会が来る場合や、
ＩＳＰ事業者はプロバイダ責任制限法において被害者から照会が来た場合に対応ができま
せん。これについてはＮＴＴ東西がきちんと対応する必要があり、そうでなければ網内で折り
返されるインターネット上の通信について犯罪の温床となる懸念があります。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】【社団法 本 タ ッ ダ 協会】

折り返し通信については、ＩＳＰの制御が効かないために現在ＩＳＰに課されている様々な
義務に従って運用を続けることが困難であるため、認めるべきではありません。なお、同様
の機能はネイティブ方式においてもＩＳＰ側で提供可能であるため、折り返し方式が認可さ
れなかった場合にエンドユーザーに不利益があるとは考えられませんれなかった場合にエンドユ ザ に不利益があるとは考えられません。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】

折り返し機能が有効になると 同一網内に有害な情報を提供するサーバがあった場合、誰
もそのサーバへのアクセスを止めることができなくなります。 折り返し機能が前提の「ネイ

ブティブ方式」は認めることはできません。

【株式会社新潟通信サービス】

当社では公共団体や学校、一般向けに「有害情報のフィルタリングサービス」を提供して
おります こうした自主サービスは県内に接続点があることで 自社IPアドレスを利用して
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おります。こうした自主サ ビスは県内に接続点があることで、自社IPアドレスを利用して、

無料のサービスとして提供しております。今回の「ネイティブ方式」では県内に接続点がな
いため、他社のローミングとなってしまい、提供不可能なサービスとなります。

【株式会社新潟通信サービス】



ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は 慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ Ｐ２１と同じ３．ネイティブ方式 ３ ６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は、慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ
リングサービスが不可能になったり、ＩＳＰで違法情報を把握できなくなる 。

Ｐ２１と同じ

この方式の最大の問題点はHGWからゲートウエイルータまでの通信経路上で何がされて
いるのかＩＳＰには全く分からないことです。

フィルタリングや帯域制御など本来ＩＳＰでコントロールできたことが出来なくなります。これ
は出来ないということより、されていても分からないということに問題があり、ここ数年のイン
ターネット普及に伴う様々な問題が指摘される中、憲法違反の可能性のある法案まで考案
され、フィルタリングの義務化など大問題となりつつあります。

憲法で保障された表現の自由や通信の秘密など、国民に選択肢がたくさんあるからこそ、
システム的にも守られてきたことが、ここで崩壊しかねない状況になることは避けなければ
ならないと強く思われます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会地域ＩＳＰ部会】

ネットワーク上のフィルタリングについては、違法有害情報のフィルタリングについて携帯
電話・ＰＨＳにおいては 携帯電話・ＰＨＳ事業者社４社がフィルタリングを導入したことによ電話・ＰＨＳにおいては、携帯電話・ＰＨＳ事業者社４社がフィルタリングを導入したことによ
り、日本中のほぼすべての利用者に対してフィルタリングが導入されました。固定のパソコ
ン向けＩＰｖ６インターネット接続においても、ネイティブ接続方式ではネイティブ接続事業者
が３社に限られることから、同様の事態が発生することが予想されます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は 慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ Ｐ２１と同じ３．ネイティブ方式 ３ ６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は、慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ
リングサービスが不可能になったり、ＩＳＰで違法情報を把握できなくなる 。

Ｐ２１と同じ

ネイティブ方式では，いわゆる「網内折返し」が提供されることとされています． この問題
については，NGNのマーケットシェア次第では，実質的にNTT東西がＩＳＰの機能を提供して
しまうことの問題，ＩＳＰを通らずに通信が完結する問題が考えられます．

前者の問題としては，（略）

後者の問題は，ネットワークポリシが実質的にNTT東西に委ねられることを意味します．
各ＩＳＰは従来から迷惑行為や違法行為への取り組みの一環として，OP25B(Outbound Port
25 Blocking)の実施，プロバイダ責任制限法に基づく送信防止措置や発信者情報開示等へ
の対応を，各社の判断で行ってきました． しかし，網内折返し通信が存在するNGNで同様
の措置を行うには，NTT東西が同様の行為を行うほかありません．仮に実施するとすれば
ネイティブ方式の利用者がすべからく影響を受けるために，法令に準ずるような根拠の整
備が必要となり，逆に実施しないとなれば，各ＩＳＰの取り組みの抜け穴を生じさせることに
なります．もちろん，NTT東西といわゆる代表ＩＳＰでネットワークポリシが異なることは容易
に想定され，その場合，網内折返し通信とＩＳＰ経由通信で異なるネットワークポリシが適用
されることになります．

そして，発信者情報開示や捜査機関からの照会ないし令状に基づく発信者の探知につい
ても，NTT東西といわゆる代表ＩＳＰが重畳的に関与することになり，これら手続きの迅速性
や的確性を損なうことになりかねません．

これらの点から，ネイティブ方式におけるいわゆる網内折返し通信については，現時点でこれらの点から，ネイティブ方式におけるいわゆる網内折返し通信については，現時点で
は慎重に考えるべきであり，それを前提としたサービスの設計は望ましくないと考えます．

【EditNet株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は 慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ Ｐ２１と同じ３．ネイティブ方式 ３ ６ 網内折返し機能を前提としたネイティブ方式は、慎重に検討すべき。ＩＳＰのフィルタ
リングサービスが不可能になったり、ＩＳＰで違法情報を把握できなくなる 。

Ｐ２１と同じ

ネイティブ方式においては、フレッツ上では日本の全てのＩＳＰがネイティブ接続事業者３
社のいずれかからＩＰｖ６インターネット接続サービスの供給を受けることになります。従いま
してネイティブ接続にあっては、インターネットの接続ポリシー（帯域制御、フィルタリング、

テ ングなど）は３ に収斂される とになります インタ ネ トが本来多数のネ トルーティングなど）は３つに収斂されることになります。インターネットが本来多数のネット
ワークサービス事業者により提供されるネットワークであることを考慮すると、３社というの
はその本来の性質にそぐわないものになります。トンネル方式が共存すれば良いのですが、
長期的にトンネル方式が競争上劣位となり共存できない事態となった場合、日本のインター
ネット環境が寡占状態下になる懸念があります。

グ 有害情報 グ 携帯ネットワーク上のフィルタリングについては、違法有害情報のフィルタリングについて携帯
電話・ＰＨＳにおいては、携帯電話・ＰＨＳ事業者社４社がフィルタリングを導入したことによ
り、日本中のほぼすべての利用者に対してフィルタリングが導入されました。固定のパソコ
ン向けＩＰｖ６インターネット接続においても、ネイティブ接続方式ではネイティブ接続事業者
が３社に限られることから、同様の事態が発生することが予想されます。

【財団法人日本インターネットプロバイダー協会】

当社では公共団体や学校、一般向けに「有害情報のフィルタリングサービス」を提供して
おります。こうした自主サービスは県内に接続点があることで、自社IPアドレスを利用して、

無料のサービスとして提供しております。今回の「ネイティブ方式」では県内に接続点がな無料のサ ビスとして提供しております。今回の ネイティブ方式」では県内に接続点がな
いため、他社のローミングとなってしまい、提供不可能なサービスとなります。

【株式会社新潟通信サービス】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－７ エンドユーザの個人情報の取扱について ＮＴＴ東西及びネイティブ事業者それぞれ 当社とネイティブ接続事業者様との間でやりと３．ネイティブ方式 ３ ７ エンドユ ザの個人情報の取扱について、ＮＴＴ東西及びネイティブ事業者それぞれ
が営業活動に用いることを排除する規定を設けるべき

当社とネイティブ接続事業者様との間でやりと
りされる情報は、ネイティブ方式によるアクセスを
可能とする回線を識別するための符号化された
情報のみです。

また、当社は、接続によって知り得た他事業者
様情報の目的外利用を防ぐために 厳重なファ

ＮＴＴ東西が保有・認識できるようになる他のＩＳＰ事業者の顧客情報を、ＮＴ
Ｔ東西自らの営業活動等に用いることを完全に排除するため、厳重なファイア
ウォールの構築といった措置を講じていただくことが必須。

様情報の目的外利用を防ぐために、厳重なファ
イアーウォールを既に設けており、ネイティブ接
続事業者様との間でやりとりさせていただく情報
の扱いについても、同様に、当社の営業活動等
の目的のために利用することはありません。

なお ネイティブ接続事業者様とＩＳＰ事業者様

【株式会社ケイ・オプティコム】

ネイティブ方式では、ユーザ情報をNTT東西殿、ネイティブ接続事業者とＩＳＰ事業者の競
合他社間にて共有することになるため、特にネイティブ接続事業者のユーザ情報のファイ
アーウォールの厳格化が必要であると考えます。 なお、ネイティブ接続事業者様とＩＳＰ事業者様

との間でやりとりされる情報の具体的内容につ
いては、当社では分かりかねますが、現行のＩＳ
Ｐ事業者様間のローミングと同様、当該事業者
様間の契約の中で、守秘義務等を含め、適切に
対応されることになるものと考えています

ア ウォ ルの厳格化が必要であると考えます。

【イー・アクセス株式会社】

ネイティブ接続においては、エンドユーザーの情報をＮＴＴ東西とネイティブ接続事業者、
ネイティブ方式を採用するＩＳＰ事業者が共有することになります。これらの情報は個人を特
定するための重要な個人情報であり ３者に跨 て共有されることによるセキ リテ 上の 対応されることになるものと考えています。定するための重要な個人情報であり、３者に跨って共有されることによるセキュリティ上の
重大な懸念があります。また、本情報は基本的にＩＳＰとＮＴＴ東西の間でユーザーを突き合
わせるために必要なものであり、ネイティブ接続事業者はその内容を具体的に知る必要性
はありません。ついては、エンドユーザーを特定する情報については、３者の間で特定でき
るＩＤ情報等をやり取りすることによって個人情報の交換を避ける等の措置が必要と思われ
ますます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－７ エンドユーザの個人情報の取扱について ＮＴＴ東西及びネイティブ事業者それぞれ Ｐ２５と同じ３．ネイティブ方式 ３ ７ エンドユ ザの個人情報の取扱について、ＮＴＴ東西及びネイティブ事業者それぞれ
が営業活動に用いることを排除する規定を設けるべき

Ｐ２５と同じ

まず、不当な取り扱いをＩＳＰに対して行わないことですが、過去、特に地域の小さなＩＳＰ
は、ユーザがダイヤルアップ接続からADSL接続に切り替える際、NTT東西会社の工事連
絡でユーザに対して他社ＩＳＰを強く勧められ、多くのユーザを失いました。よって、「不当な
取り扱いをしない とい た程度の文言で信用する とは出来ません ましてや のネイテ取り扱いをしない」といった程度の文言で信用することは出来ません。ましてやこのネイティ
ブ方式を採用した際、NTT東西会社と代表ＩＳＰ双方にユーザ情報を提供しなければならず、
このユーザ情報の流出あるいは他の目的への転用など、法的に縛られているとはいえ、一
度渡してしまったものはエントロピーの法則宜しく負の効果以外で返ってくることがないのが
現実です。

今 自 ザ情報を競争相 提供 な れば 来な うな事業 業今の世界に、自分のユーザ情報を競争相手に提供しなければ出来ないような事業、業界
が存在するでしょうか？

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】

また ＮＴＴ東西に対しては本年も２月に総務省から「競争セーフガード制度に基づく検証また、ＮＴＴ東西に対しては本年も２月に総務省から「競争セ フガ ド制度に基づく検証
結果に基づき講じるべき措置について（要請）」が行なわれているように、例えば１１６番へ
の加入電話又はＩＮＳ６４の移転申込みを行う加入者に対し、当該加入者からの問い合わせ
が無いにもかかわらず活用業務であるフレッツ光サービスの営業活動が行われること問題
等が毎年繰り返し指摘されており、法令が必ずしも遵守されているとは言いがたい状況で
す。そのような状況を鑑みると、ネイティブ接続におけるエンドユーザー情報の利用に関すす。そのような状況を鑑みると、ネイティブ接続における ンド ザ 情報の利用に関す
る営業目的などの利用の規制は一層厳格に行なわれることが求められます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－８ ＮＴＴ東西の子会社あるいは関連会社がネイティブ事業者になるべきではない。 ネイティブ接続事業者様の選定にあたっては３．ネイティブ方式 ３ ８ ＮＴＴ東西の子会社あるいは関連会社がネイティブ事業者になるべきではない。 ネイティブ接続事業者様の選定にあたっては、
できる限り多くのお客様にＩＰｖ６インターネット接
続サービスをご利用いただけるようにすることで、
お客様の利便性向上を図る観点から、ネイティブ
接続事業者様を選択する各ＩＳＰ事業者様の契
約数の合計が多い順に選定を行うこととしたとこ

多くのユーザを抱えるNTT東西殿の子会社や関連会社が接続事業者枠を占めた場合は
公正競争の確保が困難になることが考えられます。そのためNTT東西殿の子会社や関連
会社が接続事業者枠の独占を防止するために接続事業者枠の上限の設定もしくは当面は
選定することを許容しない等のルールの設定が必要になると考えます。

約数の合計が多い順に選定を行うこととしたとこ
ろです。

したがって、当社としては、当社との資本関係
の有無に関わらず、契約数の多い順に選定を行
うことが適当であると考えております。

なお 当社は これまでも法令や接続約款等に

【イー・アクセス株式会社】

ＮＴＴ東・西自身がＩＳＰ事業を行うことはＮＴＴ法の趣旨に反するものであり、仮に活用業務
の認可申請が行われたとしても、ＮＴＴの組織形態を見直し、アクセスとコアＩＰ網を分離して
ＮＧＮを構築し直さない限り公正な競争環境が担保されないため、絶対に認められるべきで なお、当社は、これまでも法令や接続約款等に

基づき、自社や自社グループ会社と他事業者様
を内外無差別に取り扱ってきたところであり、今
回も同様に対応していく考えです。

ＮＧＮを構築し直さない限り公正な競争環境が担保されないため、絶対に認められる きで
はありません。

ＮＴＴ東・西の子会社がネイティブ接続事業者となることは、本来必要な活用業務認可手
続きを経ず、脱法的にＮＴＴ東・西自身がＩＳＰ事業を行うことと同義となります。

従って、 ＮＴＴ東・西の子会社はネイティブ接続事業者となる資格を持たないものとして扱
うべきであると考えますうべきであると考えます。

また、ＮＴＴ東・西の子会社でなくとも、ＮＴＴ東・西の特定関係事業者であるＮＴＴコムや、Ｎ
ＴＴ持株会社傘下の事業者がネイティブ接続事業者になることは、一体的な営業等を禁じた
ＮＴＴ再編成の趣旨に反し、ＮＴＴグループの市場支配力を強化するものであるため、決して
認められるべきではありません。

【 株式会社】【KDDI株式会社】

ネイティブ接続事業者（候補）は、自身に申し込まれたＩＳＰのユーザー数の合計を用いて
選定されるとのことですが、以下のような問題が懸念されることから、公平性・公正性を担
保するためには、これらを解消する選定手続・基準が確立される必要があると考えます。、 選定 続 考

④ ＮＴＴグループの事業者がネイティブ接続事業者（候補）として手を挙げた場合、ＩＳＰに
対する優越的地位を考慮すると、ＮＴＴグループと資本関係にない他のネイティブ接続事業
者（候補）との公平性が担保されない。

【KDDI株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－８ ＮＴＴ東西の子会社あるいは関連会社がネイティブ事業者になるべきではない。 Ｐ２７と同じ３．ネイティブ方式 ３ ８ ＮＴＴ東西の子会社あるいは関連会社がネイティブ事業者になるべきではない。 Ｐ２７と同じ

ＮＴＴグループの情報通信市場における支配力が一層強固になることを避けるため、ＮＴＴ
グループに属する事業者がネイティブ接続事業者になるべく接続申込みを行うことの禁止
といった措置を講じていただくことが必須であると考えます

【株式会社ケイ・オプティコム】

ＮＴＴ東西を地域通信の会社と位置づけるＮＴＴ法の原則からして、ＮＴＴ東西の子会社及
び関連会社、及びその子会社は長距離通信に分類されるインターネット接続のネイティブ
接続事業者となるべきではないと思います。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】【社団法人日本インタ ネットプロバイダ 協会】

いわゆる代表ＩＳＰが3社に制限される以上，公正競争の観点から，NTT東西と資本・人的
関係を有する会社はもちろん，NTTグループの会社が代表ＩＳＰとなることは禁止されるべき
と考えます．

また，代表ＩＳＰが消費者向けのＩＳＰサービスも提供している場合，他事業者への役務提
供に際し差別的条件を設ける可能性が非常に高いといえます．このため，特定のＩＳＰとの
資本関係が強い（親会社である場合も子会社である場合も含まれます）事業者についても，
代表ＩＳＰとしての参入が制限されるべきです． これらの条件は，3社選定後の事業買収や
合併等がなんら制限されていない以上，選定後も継続して担保される必要があります．

【EditNet株式会社】

将来NTTの再編成が行われNTT（東西）自身がプロバイダを行うことができるようになった
場合などを考えるとインターネットサービスがNTT（東西）の独占となる可能性を秘めた今回
の「ネイティブ方式」には賛同できません。の「ネイティブ方式」には賛同できません。

【株式会社新潟通信サービス】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－８ ＮＴＴ東西の子会社あるいは関連会社がネイティブ事業者になるべきではない。 Ｐ２７と同じ３．ネイティブ方式 ３ ８ ＮＴＴ東西の子会社あるいは関連会社がネイティブ事業者になるべきではない。 Ｐ２７と同じ

ネイティブ方式において、ネイティブ接続事業者としてNTTグループ会社がサービス提供
を行うことは、以下のとおり、公正競争上の問題が非常に大きく、認められるべきではない
ことから、接続約款変更案の認可条件として、NTTグループ会社がネイティブ接続事業者と
して接続を行うことが出来ない旨を明記すべきと考えます。

ネイティブ接続事業者の選定に係る「申込みを受け付けた他事業者の「インターネット接
続サービスの契約数」及びその合計数」の算定においては、他事業者が複数のネイティブ
接続事業者（候補）へ申込を行うことが可能であり、当該他事業者の「インターネット接続
サービス契約数」を複数のネイティブ接続事業者（候補）が申告できるようになっています。
このことにより、「インターネット接続サービス契約数」を圧倒的多数保有するNTTグループ
会社が、ネイティブ接続事業者として申請したNTTグループ会社3社に対し接続申込みを
行った場合、この3社が全て選定され、結果としてネイティブ接続事業者の選定3社枠をNTT
グループ会社に独占されるおそれがあり、公正競争上望ましくありません。 従って、ネイ
ティブ接続事業者の選定枠のうち複数を、同一グループの会社により占めることを明確に
禁止する規定を接続約款変更案において、明記すべきです。

【ソフトバンク株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－９ 諸問題が解決するまで ネイティブ方式は認めるべきではない。 ネイティブ方式の場合 現時点では技術３．ネイティブ方式 ３ ９ 諸問題が解決するまで、ネイティブ方式は認めるべきではない。 ネイティブ方式の場合、現時点では技術
的な制約から接続事業者様は最大３社に
限定されますが、当該方式は、国際的に
標準化されたＩＰｖ６での実現方式であり、
また、お客様利便の低下を招くマルチプレ
フィックス問題を完全に回避できる点にお

ネイティブ方式については、技術的な問題から当面最大３社の接続のみに制限されていますが、「３社」と
制限された経緯については不透明であり十分な説明が行われていないと考えます。４社以上の申込の際の
選定基準は現在の契約数の多い事業者が選定されることになり、更には４社以上の接続が可能となる見
込みも示されていません。また、当初の接続POI はNTT 東西エリア各１箇所ずつとなり、地方のみで事業
展開する事業者にとってはハードルの高い接続条件になっています。これでは地方のみで展開する小規模 フィックス問題を完全に回避できる点にお

いて優れた部分があること等から、一部の
ＩＳＰ事業者様からご要望をいただいたもの
と考えております。

当社としては、ＩＳＰ事業者様からネイティ
ブ方式によるＩＰｖ６インターネット接続機能

展開する事業者にとってはハ ドルの高い接続条件になっています。これでは地方のみで展開する小規模
事業者や新規参入事業者にとっては不利に働く条件となり、初回に選定される事業者３社によって、事実上
市場の独占化が行われ公正競争の確保が非常に困難になると考えます。

したがって、ネイティブ方式の導入にあたっては、公正競争の確保が損なわれないようなセーフティネット
を予め行政によって準備していただけるよう要望させて頂きます。

（略） ブ方式によるＩＰｖ６インタ ネット接続機能
の提供に係るご要望をいただいており、技
術的にも実現可能であることから、当該ご
要望に沿ってネイティブ方式を提供するこ
ととしたものであり、ネイティブ方式の提供
によって、ＩＳＰ事業者様が多様なインター

上記のことを踏まえ、以下の課題及び技術的な問題が解決され接続を希望する事業者に広く利用可能と
なり、インターネット接続市場における公正競争の確保が十分に行える環境が整った段階でネイティブ方式
での接続は開始されるべきであり、現時点でのネイティブ方式の導入は時期尚早であると考えます。

【イー・アクセス株式会社】

現在NTT 東西から出ている「ネイティブ方式」による接続については以下のようにまとめられます。 によって、 Ｓ 事業者様が多様なインタ
ネット接続サービスを提供することが可能
となり、お客様の選択肢が広がることは、
お客様の利便性向上に資するものと考え
ます。

a) ３社しか契約できないこと。３社以上に利用が可能になるのは何時頃で何社程度になるのかまったく見通
しができていないこと。

b) 地域での事業者を全て排除し、全国規模の少数ＩＳＰ のみが残る形となる事業モデルであり、公平性に
欠き、地域でのＩＳＰ 事業ができなくなり、結果として技術蓄積や技術者育成に悪影響を与える可能性があ
ること。

c) 地域やＩＳＰ 独自の独創性をもったサービスができなくなることで技術やサービスの停滞を招く恐れがあ
ること。

d) サービスの質が均質化し、価格が固定化される恐れがあること。

以上を考慮すると現在の段階で「ネイティブ方式」による接続を認めることは時期早々であり、NTT 東西の
技術開発によって、より多くのＩＳＰ の利用が可能になり、更に地域での接続も変わらずできるようになるま
「ネ ブ方式 認 を保留する とが適 と考 ますで「ネイティブ方式」は認可を保留することが適当と考えます。

【株式会社新潟通信サービス】
ネイティブ方式をNGNにおいて実現する必要はないと考えます。

まず、ネイティブ方式によるＩＳＰの事業形態は、現状のIPv4で行われているいわゆるローミングサービスに
該当します。ローミングサービスをIPv6化されたNGNで行うには、従前のトンネル方式でも可能であり、ネイ
ティブ方式の存在が必須ということはありません
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ティブ方式の存在が必須ということはありません。

両方式が存在することは、コストを上げ、結果としてエンドユーザに不要な負担を強いることになると考え
ます。

【有限会社ナインレイヤーズ】



ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１０ 接続事業者により強い責務を課すべき。 今回の接続約款変更案においては ネイティブ３．ネイティブ方式 ３ １０ 接続事業者により強い責務を課すべき。 今回の接続約款変更案においては、ネイティブ
接続事業者様に対し、①ＩＳＰ事業者様等に対し
て不当な接続条件・卸条件を付すこと、②特定の
ＩＳＰ事業者様等のみに対して不当な差別的取扱
いをすること、を禁止する旨の規定を設けていま
す。

ネイティブ接続事業者の責務として、接続約款上に「他事業者に対して不当な接続等の
条件を付さないこと」「特定の電気通信事業者に対して不当に差別的な取扱いを行わない
こと」を遵守させる規定を行うとありますが、加えてネイティブ接続事業者のリテールサービ
スとＩＳＰ事業者のサービスとの間の同等性を確保する観点も追加すべきと考えます。

す。

また、ネイティブ接続事業者様に当該規定違反
があると総務大臣が認めた場合は接続停止・協
定解除を行うこととしています。

当社としては、これらの規定に基づく適切な対
処を行うことにより 公正競争環境は確保される

【イー・アクセス株式会社】

ネイティブ方式によるインターネット接続サービスを希望する一般のＩＳＰ事業者は、指定
電気通信設備であるＮＧＮと接続するにも関わらず、直接接続可能な事業者数の上限が３
社という制限から、ネイティブ接続事業者経由でないとＮＴＴ東西と接続することができませ 処を行うことにより、公正競争環境は確保される

ものと考えています。

社という制限から、ネイティブ接続事業者経由でないとＮＴＴ東西と接続することができませ
ん。一般のＩＳＰ事業者はネイティブ接続事業者から指定電気通信設備であるＮＧＮ上のＩＰ
ｖ６インターネット接続サービスの卸売りを受けることになりますが、ネイティブ接続事業者
は一般の電気通信事業者であることから、現行法では役務提供義務を有しません。約款案
では「不当な接続の条件又は卸電気通信役務の提供の条件を付さないこと」「特定の電気
通信事業者に対して不当な差別的な取扱を行なわないこと」しか規定していませんが、ネイ通信事業者 対 不当な 別 な取扱を行なわな 」 規定 ま 、
ティブ接続事業者に対しては、更に役務提供義務を課すなど、指定電気通信設備事業者
並みの規制が必要と考えます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】

また いわゆる代表ＩＳＰは第 種指定電気通信設備を有する事業者にあたらず 33条にまた，いわゆる代表ＩＳＰは第一種指定電気通信設備を有する事業者にあたらず，33条に
よる義務を負っていません．そのため一般のＩＳＰと代表ＩＳＰとの関係は相対契約であり，す
なわち事業者間の力関係に委ねられます． 本来第一種指定電気通信設備との相互接続
に適用されるべき規制が，代表ＩＳＰを介在させなければならないゆえに，実質的に及ばなく
なることは，きわめて不適切です． よって，仮にネイティブ方式が認可されるとしても，いわ
ゆる代表ＩＳＰに対し 第一種指定電気通信設備と同様の規制 すなわち 接続義務及び約ゆる代表ＩＳＰに対し，第一種指定電気通信設備と同様の規制，すなわち，接続義務及び約
款化の義務を課する必要があります．

【EditNet株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１０ 接続事業者により強い責務を課すべき。 Ｐ３１と同じ３．ネイティブ方式 ３ １０ 接続事業者により強い責務を課すべき。 Ｐ３１と同じ

これほど公正競争上の大きな問題を引き起こす可能性のある方式を認可されるのであれ
ば、かなりの制約をNTT東西会社及び代表ＩＳＰに課さなければならないことは明確だと思
われます。場合によっては業務停止命令ではなく市場退出でなければ、実質この3社に日
本のインターネットが収斂してしまうのは火を見るよりも明らかだと考えられます。（略）

代表ＩＳＰが同じような方法をとれば簡単に中小ＩＳＰを排除することは出来ることから相当
に強力な法的拘束をかけ、例えば先に問題となっているようなNTT東西会社の工事案内の
際には一切の営業行為を禁じ、違反した場合には即刻業務停止を命じるぐらいでなければ、
ずるずるとその行為を続けられている間に中小ＩＳＰのユーザの大半をあっという間に奪わ
れてしまうといった結果になりかねません。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】

「事業者に対して不当な接続等の条件を付さないこと」や「特定の電気通信事業者に対し
て不当に差別的な取扱いを行わないこと」を約款に定めていますが、 経済の原則ではどこ
までが不当と見做すか不明です。少々の価格差などは相手規模によって変化することは日ま 不当 見做す 不明 す。少 価格 な 相手規模 変化する
常的にみられることであり、差額の理由さえ付ければ、不当とは言えない現実があります。

【株式会社新潟通信サービス：別紙Ｐ１】

本規定については、ネイティブ接続事業者がそのような取扱いを行った場合の具体的な
検証スキームもないままでは実態を把握できないため、実効性が伴っていないものと考え
られます。られます。

【イー・アクセス株式会社】

ネイティブ接続事業者は、自らも小売で一般のエンドユーザーにサービスを提供すると、
卸を受ける他事業者は条件面で不利となることも考えられます。従いまして、ネイティブ接
続事業者は他ＩＳＰ事業者に対する卸売りに徹し 自らエンド ザ に対する小売は行な続事業者は他ＩＳＰ事業者に対する卸売りに徹し、自らエンドユーザーに対する小売は行な
わないこととするべきと考えます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－１０－１ 協定の解除及び接続の停止に係る他事業者及びユーザの保護について約款 ネイティブ接続事業者様におかれては、万が一３．ネイティブ方式 ３ １０ １ 協定の解除及び接続の停止に係る他事業者及び ザの保護について約款
に規定すべき

ネイティブ接続事業者様におかれては、万が
協定解除や接続停止となった場合には、ＩＳＰ事
業者様やお客様に多大な影響を与えることにな
るため、そのような事態が生じないようなサービ
ス提供に努めていただきたいと考えています。

なお、仮に協定解除や接続停止が発生した場

万が一ネイティブ接続事業者の協定解除または接続停止が実施された場合、当該ネイ
ティブ接続事業者に接続している接続事業者（以下、「他事業者」という。）のサービス及び
そのユーザのインターネット接続等の通信も廃止または停止されることになります。従って、
接続約款変更案に他事業者の継続的サ ビス及びユ ザ通信の安定的な確保を目的とし なお、仮に協定解除や接続停止が発生した場

合には、電気通信事業法等に則り、ネイティブ接
続事業者様とＩＳＰ事業者様とで速やかに連携し、
「お客様へのサービス停止のご連絡」「代替サー
ビスのご案内」等、お客様保護等の対応をお願
いしたいと考えています。

接続約款変更案に他事業者の継続的サービス及びユーザ通信の安定的な確保を目的とし
た規定（移行猶予期間や代替接続等）を明確に設けるべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】

いしたいと考えています。
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－１０－２ 選定後の合併等について、独占状態を生むため禁止すべき 企業が合併や事業譲渡等の経済活動を法令ネイティ 方式 選定後 合併等 、独占状 を す 企業が合併や事業譲渡等の経済活動を法令
に則って実施することは自由であり、当社が接続
事業者様の自由な経済活動を制限することはで
きないものと考えます。

なお、合併等をされた事業者様におかれては、
ＩＰｖ６アドレスブロックを１つにしていただき、新た

「3社」の制限は「技術上の制約」となっており，それはすなわち，3社の間で合併や事業買
収等により，いわゆる代表ＩＳＰが（実質的な場合を含め）2社ないし1社になってしまったとし

ても，新たな事業者の参入が不可能であることを意味します．（単純に申請案を読めば参入
可能であるように読めますが，仮に追加参入が可能であるとすれば，技術的には4社分以
上のNWが接続されることとなるため そもそも3社の制限に根拠がないこととなります ＩＰｖ６アドレスブロックを１つにしていただき、新た

なネイティブ接続事業者様が接続可能になるよ
う、ご配意いただきたいと考えています。

上のNWが接続されることとなるため，そもそも3社の制限に根拠がないこととなります．

（略）

仮にネイティブ方式が「3社条項」を残したまま認可されるにしても，

(4)事業者間のM&Aなどが頻繁に行われる現状に鑑み，買収，合併，
事業譲渡等があっても，公正競争が担保されるような厳しい制約を
課するべき です．

【EditNet株式会社】

代表ＩＳＰとなる3社の合併や倒産は充分に起こりうることであり、その場合3社が1社にな

ることも当然想定され 結局は独占になってしまうことも当然予見されるべきであり そのたることも当然想定され、結局は独占になってしまうことも当然予見されるべきであり、そのた
めの予防策もあらかじめ用意されていなければならないと考えられます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】

ネイティブ接続事業者同士の合併は独占状態を生む可能性があるため、事業合併は禁
止する制限も必要と思います。インターネット業界では企業買収などを通じた事業者の統廃
合も盛んであり、当初３社だったネイティブ接続事業者が合併などを通じて１社となった場
合や、持株会社などを通じて経営統合がされた場合、実質上ネイティブ接続においては独
占企業が誕生することになります。その場合は空いた枠を活用し、新たな会社がネイティブ
接続事業者として参入できるか、ネイティブ接続を提供する会社が合併する場合は、ネイ
ティブ接続に関する事業を別会社に事業分離することを義務づけるなどの措置が必要と考
えます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－１１ ＩＳＰ接続についてＩＰｖ６対応を行うことについて新たな活用業務の認可が必要 今回の接続約款変更案におけるＩＰｖ６インターネイティ 方式 接続に て 対応を行う とに て新たな活用業務の認可が必要 今回の接続約款変更案における インタ
ネット接続サービスについては、既にＮＧＮの活
用業務で認可をいただいている業務範囲を超え
るものではなく、ＮＴＴ東西が営む新たな活用業
務には当たらないものと考えます。

フレッツの広域化機能は，まず地域通信であるフレッツの県内NWがあって，それに加えて
ＩＳＰ事業者の希望により提供される機能です．つまり，ＩＳＰ事業者は，NTT東西の本来業
務である県内通信のみをNTT東西に委ねて事業展開を行うか（その場合，県内のみで展開
する地域密着型の事業者と，自前で県間網を構築して全国展開を行う事業者があります），
またはNTT東西の活用業務を利用して広域展開を行うかを 各事業者の判断により選択すまたはNTT東西の活用業務を利用して広域展開を行うかを，各事業者の判断により選択す
ることができます．

しかし，ネイティブ方式では，接続するＩＳＰが必ず活用業務を利用することとなっており，し
かも，広域化機能は非指定設備であることから，「第一種指定電気通信設備に接続するた
めに，必ず非指定設備を経由する必要がある」ことになり，本来のNTT東西の業務を大きく
逸脱することになります逸脱することになります．

【EditNet株式会社】

業務範囲の拡大を、ＮＴＴ東西自らが志向し、ＮＧＮ等のネットワークとアクセス網を一体
的に構築・運用する等、活用業務を利用して、なし崩し的に業務範囲を拡大していることの的に構築 運用する等、活用業務を利用して、なし崩し的に業務範囲を拡大して る との
是非について検討が必要。

【株式会社ケイ・オプティコム】

ＮＴＴ東西自らが業務範囲の拡大を志向しているのであるから、利用者はもちろ
んのこと 他の通信事業者に負担を強いるのではなく ＮＴＴ東西の責任と負担でんのこと、他の通信事業者に負担を強いるのではなく、ＮＴＴ東西の責任と負担で
対処することが基本。

【株式会社ケイ・オプティコム】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－１１ ＩＳＰ接続についてＩＰｖ６対応を行うことについて新たな活用業務の認可が必要 Ｐ３５と同じネイティ 方式 接続に て 対応を行う とに て新たな活用業務の認可が必要 と同じ

ＩＰｖ４アドレス枯渇問題の恒久的な解決策としてＩＰｖ６対応を進めることは重要ですが、今
回接続約款の変更認可申請において提示された接続方式が、認可済みの平成１９年１０月
２５日のＮＴＴ東・西の活用業務（「次世代ネットワークを利用したフレッツサービスの県間役
務提供・料金設定」等。以下「ＮＧＮ活用業務」といいます。）に該当するか否かの判断は慎
重に行われるべきであり 明らかに認可済みであると事前に行政当局から判断が下される重に行われるべきであり、明らかに認可済みであると事前に行政当局から判断が下される
ものを除いては、新たな活用業務の認可申請が必要であると考えます。

ＮＧＮ活用業務は、技術的条件や業務範囲等について解釈の余地（例えば、ＩＰｖ４とＩＰｖ６、
トンネル方式とネイティブ方式等に関する扱いについて言及されていない等）を残した曖昧
な内容で認可されていますが、認可済みのＮＧＮ活用業務をもって、ＩＰｖ６についても提供
可能であると包括的に解釈することは認められるべきではありません 実際 プロト ルがＩ可能であると包括的に解釈することは認められるべきではありません。実際、プロトコルがＩ
Ｐｖ４からＩＰｖ６に変わることによってマルチプレフィックス問題が発生することになるため、
改めて審査し直すことが必要です。

新たな活用業務の認可申請が行われる前に接続約款が変更されることは、活用業務の
審査を棚上げしたまま、新たな接続方式の実現に向けて進むこととなるため、手続き上著し
く不適当であると考えますく不適当であると考えます。

【KDDI株式会社】

NGNにおけるマルチプレフィックス問題の解決が難航している根本的な問題は、NTT東西
が、NGN等のネットワークとアクセス網を一体的に構築・運用する等、活用業務を利用して、が、NGN等のネットワ クとアクセス網を 体的に構築 運用する等、活用業務を利用して、
なし崩し的に業務範囲を拡大していることにあると考えますので、その是非を改めて検討い
ただくことが必要。

【株式会社ケイ・オプティコム】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３．ネイティブ方式 ３－１１－１ 網内折返し機能の提供について新たな活用業務の認可が必要 当社は、網内折返し機能を利用して、新たな閉
域網内サ ビスを提供する方向で検討を進めて域網内サービスを提供する方向で検討を進めて
いるところですが、現時点、具体的なサービス内
容等は確定していません。今後、具体的なサー
ビス内容等が明らかになり次第、必要に応じて、
所要の手続きをさせていただく考えです。

また、この閉域網内サービスは個別に活用業務認可申請が必要であると考えられるため、
本申請に含まれていることそのものが問題である。

【株式会社電算】

申請概要にお 「ネイ ブ接続機能は 東 西が 網内折返し機能とし 利用し申請概要において、「ネイティブ接続機能は、ＮＴＴ東・西が、網内折返し機能として利用し
閉域網内サービスを提供することが可能であり、ＮＴＴ東・西自身が一部費用を按分して負
担する」と説明されておりますが、当該サービスは現時点では存在しないものであり、ＮＴＴ
東・西が料金設定をして提供をしようとする際には、少なくともＮＧＮを用いた新たなサービ
スとして活用業務の認可が必要になるものと考えられます。

ず ビそれにもかかわらず、まだ活用業務の認可申請すらされていない段階で、当該サービス
が提供されることを前提として接続約款の変更認可申請がなされることは、手続き上甚だ
不適切であると考えます。

従って、今回の接続約款の変更認可申請においては、当該サービスの提供を認めるべき
ではなく、ネイティブ接続をＮＴＴ東・西は利用できないことを接続約款に明記すべきです。

【KDDI株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１２ ネイティブ方式及びトンネル方式両案を実現することが望ましい形態 ご指摘の通り ＩＳＰ事業者様のご要望に基づき３．ネイティブ方式 ３ １２ ネイティブ方式及びトンネル方式両案を実現することが望ましい形態 ご指摘の通り、ＩＳＰ事業者様のご要望に基づき
トンネル方式及びネイティブ方式双方を提供する
ことによって、ＩＳＰ事業者様が多様なインター
ネット接続サービスを提供することが可能となり、
お客様の選択肢が広がることは、お客様の利便
性向上に資するものと考えます。

IPv6 インターネット接続の実現方式として、将来はネイティブ方式が適切であるものの、
一部の局面においてはトンネル方式が有効な場合も考えられる。よって、ネイティブ方式お
よびトンネル方式の両案を基本機能として実現し、方式選択はＩＳＰ に任せるべきと考える。

（略）
性向上に資するものと考えます。

（略）

今回、トンネル方式を基本機能と位置づけ、ネイティブ方式を個別的な機能に位置づけて
いるが、当社としては、基本・個別の考え方はなくすべきと考える。アクセス業者の責務とし
て、基本的に有しなければいけない機能はＩＳＰ への振り分け機能で、トンネル方式、ネイ
ティブ方式両者ともこの機能を有している ネイティブ方式は 部にしか供すことのできないティブ方式両者ともこの機能を有している。ネイティブ方式は一部にしか供すことのできない
方式であるため個別としているが、先で述べたとおり当面三つのグループとする考え方、ま
た、直接接続する会社は不当な接続条件、不当な差別的取り扱いをしないこと、そして、広
く利用者に供給されるべきとの条件が付されていることから公共的性格を有しており個別と
はいえない。したがって、トンネル方式、ネイティブ方式ともに基本機能とするのが順当であ
るる。

以上の観点で検証した結果、IPv6 インターネット接続の実現方式として将来はネイティブ
方式が適切であるものの、現時点ではネイティブ方式およびトンネル方式の両案を基本機
能として実現し ＩＳＰ にその選択を任せるべきと考える能として実現し、ＩＳＰ にその選択を任せるべきと考える。

【ＮＥＣビッグローブ株式会社】

38



ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１３ ＤＮＳサーバは 接続事業者側に設置し 事業者の費用負担対象外とすべき 当社としては ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する３．ネイティブ方式 ３ １３ ＤＮＳサ バは、接続事業者側に設置し、事業者の費用負担対象外とすべき 当社としては、ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する
ため、２０１１年４月にＩＰｖ６インターネット接続機
能の提供を開始し、また、最も効率的でコストを
安価にするという観点から、ＤＮＳサーバは当社
で開発・設置し、当該装置に係る費用は接続事
業者様にご負担いただくこととしたものです。

インターネットの通信とNGN内の通信を比較した場合、通信量は圧倒的に前者が圧倒的
に大きいと予想され、したがって、DNSによる名前解決もインターネットの通信を行うための
ものが大半であると考えられます。そのような観点から、DNSサーバは接続事業者側に設
置されるべき設備であり、NGNの設備からは除外されるべきであると考えます。 業者様に 負担 ただく ととしたものです。

なお、接続事業者様側から自らＤＮＳサーバを
設置したいとのご要望が寄せられれば、当社とし
ても協議させていただく考えです。

（略）

DNSサーバについても、ネイティブ接続事業者の機能として位置づけられるべき機能であ
り、それに係る費用はネイティブ接続事業者の負担から取り除かれるべきであると考えます。

【株式会社インターネットイニシアティブ】【株式会社インタ ネットイ シアティブ】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１４ 事業者による費用負担額を低減すべき 当社としては ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する３．ネイティブ方式 ３ １４ 事業者による費用負担額を低減すべき 当社としては、ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する
ため、２０１１年４月にＩＰｖ６インターネット接続機
能の提供を開始し、最も効率的でコストを安価に
するという観点から、現時点で実現可能な技術
や利用可能な装置をベースに検討してきたところ
でありますが、今後も更なるコストの低廉化に努

ネイティブ方式は、ネイティブ接続事業者において多額の構築、運用費用がかか
り、またネイティブ接続に係る網改造料の負担が大きいことが課題であるため、
NTT東西殿においては、同機能であればより低廉な機器を使用する等、NTT-NGN網
を効率的に構築・維持することで、更なる低廉化を行うべきと考えます。

でありますが、今後も更なるコストの低廉化に努
めていく考えです。

【ソフトバンク株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１５ ネイティブ方式に係る費用負担按分に係るデータを提示すべき 当社としては ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する３．ネイティブ方式 ３ １５ ネイティブ方式に係る費用負担按分に係るデ タを提示すべき 当社としては、ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する
ため、２０１１年４月にＩＰｖ６インターネット接続機
能の提供を開始し、最も効率的でコストを安価に
するという観点から、現時点で実現可能な技術
や利用可能な装置をベースに検討してきたところ
であり、予見可能な範囲で算出した概算費用に

ネイティブ方式におけるNTT東西殿とネイティブ接続事業者で共用する設備の費
用按分に係るNTT東西殿の網内折り返し機能のユーザ数が開示されておらず、また、

ネイティブ接続事業者の負担となる費用詳細が未開示であることから、事業者にて
実際に負担すべき費用を検証することが出来ません。従って、NTT東西殿は事業者
に対し 具体的か 明確な資料やデ タを早急に提示すべきと考えます

であり、予見可能な範囲で算出した概算費用に
ついて、事業者説明会等を通じ、ご説明させてい
ただいたところです。

その概算費用のうち、ＩＳＰ事業者様からご要望
いただいているネイティブ接続機能と、今後当社
が提供予定の網内折り返し機能において、共通

に対し、具体的かつ明確な資料やデータを早急に提示すべきと考えます。
【ソフトバンク株式会社】

ネイティブ方式は、IPv6アドレスの使い分けが不要であったり、インターネット接続利用の

為に追加アダプタが必要無いなど、一見して実現のための障壁が無いように思われますが、
事業者間の費用分担に関しては今後の検討課題とされている状況であり明確に表現され が提供予定の網内折り返し機能において、共通

的に利用する部分の費用については、ネイティ
ブ接続事業者様と当社との間で、ユーザ数を基
に按分して負担することとしておりますが、網内
折返し機能については、現時点ではまだ具体的
なサービス内容や見込みユーザ数等は決まって

事業者間の費用分担に関しては今後の検討課題とされている状況であり明確に表現され
ていない状況であることから、インターネット接続利用者への負担が大きくなることも考えら
れる状況です。

【株式会社電算】

ブ方 費 確実性を排除す
なサ ビス内容や見込み ザ数等は決まって
おりません。また、ネイティブ接続事業者様の見
込みユーザ数についても、当社として把握するこ
とは困難です。

こうした状況ではありますが、当社として、概算
費用や費用負担の考え方等、事業者様にとって

３－１５－１ ネイティブ方式の費用の不確実性を排除すべき

「ネイティブ方式」は一見プロバイダにとって高価に見える価格設定にしていますが、
実際には価格が決定されたものでは無く、開発費や運用費などの費用がこれから開
発するということで大きく圧縮することができるかもしれません。
費用負担もNTT東西も含めて費用は折半となっていますがNTT東西のどのサービスについ 費用や費用負担の考え方等、事業者様にとって

最大限有益な情報を開示させていただいている
ところであります。

費用負担もNTT東西も含めて費用は折半となっていますがNTT東西のどのサ ビスについ
て費用折半になるのか明確ではなく、場合によっては非常に低額な負担になる可能性が秘
められています。つまり、現在出されている資料では一般プロバイダではサービス参入に踏
み込めるだけの資料が提供されていない中で、３社という枠組みで強制的に参加もしくは不
参加の判断をしなくてはいけない状況です。

【株式会社新潟通信サービス】【株式会社新潟通信サ ビス】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１６ ソフトウェア開発等の着手後の取消し費用は接続料原価から控除すべき ソフトウェア開発又は設備建設工事の着手３．ネイティブ方式 ３ １６ ソフトウェア開発等の着手後の取消し費用は接続料原価から控除すべき ソフトウェア開発又は設備建設工事の着手
後に申込みを取り消したことに伴い特定の事
業者様による費用の負担があった場合には、
その相当額については他の事業者様の請求額
から控除させていただく考えです。

事業者がソフトウェア開発又は設備建設工事の着手後に申込を取り消した場合は、
それまでにNTT東西殿が要した費用は接続申込を行った事業者が負担することと

なっています。このような場合、当該負担額分を接続料算定に係る費用に含めるこ
とは、適切ではありません。従って、NTT東西殿は、当該負担額を開示するととも

に 接続約款変更案において 当該負担額分に いて接続料算定に係る費用から除に、接続約款変更案において、当該負担額分について接続料算定に係る費用から除
外することを明確に規定すべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１７ 「ネイティブ方式」だと表現が不適切 誤解を招く 「ネイティブ方式」の名称については 接続約款３．ネイティブ方式 ３ １７ 「ネイティブ方式」だと表現が不適切、誤解を招く 「ネイティブ方式」の名称については、接続約款
上の用語としてご理解いただければと思います。

サービスの提供面でも「ネイティブ方式」という名前をつけ「トンネル方式」との間で差別化
をはかっています。言葉から受けるイメージについても「ネイティブ方式」はイメージ戦略で
優位に立ちNTT東西は「ネイティブ方式」に誘導したい意図が見えております。

【株式会社新潟通信サービス】

今回、native ではない技術に対して「ネイティブ方式」と名前付することは、 IETF等で議
論する際に混乱を招き、より日本固有の問題であると言う印象付けをし、 国際標準を修正
するための活動を阻害する可能性があると考えます。 両者に対する適切な命名は再検討
されると良いと思います。されると良いと思います。

【有限会社ナインレイヤーズ】

このネイティブ方式という表現がおかしいという指摘があります。ＩＳＰの付与したIPv6アド
レスで通信するためこの名前が採用されているようですが、提示されているルーティング方
式はIP 6の 般的なル テ ング方式とはかけ離れた方式を採用するため事実を反映して式はIPv6の一般的なルーティング方式とはかけ離れた方式を採用するため事実を反映して
いないと思われます。しかし、一般には「ネイティブ」という言葉と「トンネル」という言葉で比
較した場合、そのニュアンスが伝える影響は大きく、一般に誤解を与えることは十分予想さ
れることであり、現に6月15日に開催された「IPv4アドレス枯渇対応タスクフォース」の「アク
セス網ワーキンググループ報告会」で行われた方式説明でも、誤解されている方がおりまし
たた。

そもそも、この方式を利用できる事業者が3社に限定されてしまう理由は、採用している
ルーティング方式にあるのですから、この命名そのものに疑問を抱きます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１８ 「ネイティブ方式」をIPｖ６に限定したものとして定義をしなおすべき。 今回の接続約款変更申請案においては 事業３．ネイティブ方式 ３ １８ 「ネイティブ方式」をIPｖ６に限定したものとして定義をしなおすべき。 今回の接続約款変更申請案においては、事業
者様の接続方式である「ネイティブ接続」につい
て、第２２条に規定するとおりＩＰｖ６に限定した定
義としており、問題ないものと考えます。

新たな接続方式について接続約款の変更が必要となる場合は、軽微な変更ではなく諮問
事項として扱い、その都度パブリックコメントが募集されるべきであると考えます。

今回の接続約款の変更認可申請（案）において、「ネイティブ方式」という用語は、「ＩＰ通信
網内における通信方式のうちトンネル方式以外の方式」という広義に解釈可能な定義がな
されています。

「ネイティブ方式」という用語が広義に解釈可能であることにより、活用業務「地域 ＩＰ網経
由のエンドユーザ間ＩＰｖ６通信に係る料金設定（以下「ＮＴＴ東・西間ＩＰｖ６通信活用業務」と
いいます。）」※のように、接続約款の規定内容を拡大解釈した新たなＮＴＴ東・西のサービ
スが開始されてしまうおそれがあると考えます。

例えば、ＮＴＴ東・西が一部事業者とネイティブ方式でのＩＰｖ４インターネット接続について
協議を進め、協議がまとまり次第接続約款を変更する等の場合に、ＮＴＴ東・西間ＩＰｖ６通信
活用業務のように、接続約款の変更が軽微な変更として処理され、パブリックコメントを経
ずに、ネイティブ方式でのＩＰｖ４インターネット接続という新たな接続方式でサービスが開始
されてしまう可能性があります。され まう可能性 あります。

従って、ネイティブ方式については今回、ＩＰｖ６に限定した解釈しかできないように定義し
直すべきです。

【KDDI株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－１９ 送信元アドレスに基づく経路制御には問題があるのではないか。 ネイティブ方式においては お客様からの接続３．ネイティブ方式 ３ １９ 送信元アドレスに基づく経路制御には問題があるのではないか。 ネイティブ方式においては、お客様からの接続
事業者様網へのパケットを振り分けるために、送
信元アドレスに基づいたルーティングを行うことと
なりますが、その負荷を最小限とするよう、送信
元アドレスに基づくルーティングはゲートウェイ
ルータだけで行うこととしています。

今回の申請案においては、ＩＳＰ事業者はネイティブ接続事業者を経由してネイティブ接続
機能を利用するモデルとなっており、利用者からNGNを経由してネイティブ接続事業者に送
信されるパケットは、NGNのゲートウェイルータにおいて、パケットの送信元アドレスに基づ
いて、ＩＳＰ事業者が契約するネイティブ接続事業者に送信されるものと推測されます。IP

テ ングにおいては パケ トの宛先アドレ に基づいて転送先を決定するのが基本で
ル タだけで行うこととしています。

当社としては、安定的なサービス提供に努めて
いく考えです。

ルーティングにおいては、パケットの宛先アドレスに基づいて転送先を決定するのが基本で
あり、大規模なインフラとして拡張性と安定性が求められるNGNにおいて、プロトコルの基
本から外れた処理を行うことは、将来の拡張性や安定性に大きな影響を与えることが懸念
されます。したがって、そのような実装は最小限に留められるべきであり、実装方法につい
てはNTT東西に積極的な情報開示を求めるべきであると考えます。

【株 会社 ブ】【株式会社インターネットイニシアティブ】

ネイティブ方式が用いる送信元アドレスに基づく経路制御は、 ルータでの処理性能が高く
ありません。今回、ネイティブ方式に 「3社」という限定があるのもこのためと考えます。
ネイティブ方式が用いる経路制御は,ルータ等の通信装置の実装の主流の方式ではなく、

また利用しようとするマーケットも世界全体では小さいと考えられることより、 今後も性能の
改善や装置の価格の低下は期待できません。 このため将来的にネイティブ方式を、より数
の多い通信事業者に 提供することはおろか、NGNの規模拡大の際に「3社」という数を 維
持することすら困難になる可能性が大きいと考えます。 これを維持するために無用のコスト
を発生し、結果として エンドユーザに不要な負担を強いることになる可能性が高いと考えま
すす。

【有限会社ナインレイヤーズ】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

３ ネイティブ方式 ３－２０ 網の仕様について 「/23」の規模は不要 当社としては ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する３．ネイティブ方式 ３ ２０ 網の仕様について、「/23」の規模は不要 当社としては、ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応する
ため、２０１１年４月にＩＰｖ６インターネット接続機
能の提供を開始し、また、最も効率的でコストを
安価にするという観点から、接続事業者様にご
用意いただくＩＰｖ６アドレスブロックを「/23」といた
しました。

今回の申請が提出された後の2009年6月2日(火)にNTT東西から一般公開された
技術資料によれば、ネイティブ方式の接続事業者はIPv6アドレスブロックを「/23」とい
う広大な領域を確保しNTT東西へそれぞれ預けることが必要となっている。
これは、現行NTT東西のサービスにおいて利用者に払い出している「/48単位」で考

えた場合に約3千万利用者分のアドレスブロ クとなり NTT東西が既に使用してい
しました。

なお、接続事業者様側から当社がお預りする
アドレスブロックについて変更のご要望が寄せら
れれば、協議させていただく考えですが、その場
合、検討条件によっては、実現の可能性を含め
た検討が必要となるとともに、設備設計の見直し

えた場合に約3千万利用者分のアドレスブロックとなり、NTT東西が既に使用してい
るIPv6アドレスブロックと合わせた場合に東西エリア合計で2億4千万利用者分の
IPv6アドレスが一つのサービスで一度に消費されることになり、国際的な批判は免れ
ないと思われます。

よって、日本国内のインターネット利用者数を大幅に上回ることが無い仕様に改め
るべきです た検討が必要となるとともに、設備設計の見直し

やご要望に対応する開発コスト・期間が必要とな
ることについてご理解いただきたいと考えます。

るべきです。
【株式会社電算】

46



ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

４ その他 ４－１ 利用者利便が低下する。 当社のフレッツサービスでは お客様が一つの４．その他 ４ １ 利用者利便が低下する。 当社のフレッツサ ビスでは、お客様が つの
事業者様しか選択できない垂直統合型やホール
セール型ではなく、お客様に多様なＩＳＰ事業者
様やサービスを選択いただけるオープン型のビ
ジネスモデルを採用しています。

当社としては 今後とも 同様のビジネスモデ

トンネル方式とネイティブ方式のどちらを利用しても、現行のIPv4インターネッ
ト接続と新たなIPv6インターネット接続は個別の契約となる可能性が高く、イン

ターネット利用者のほぼ全数が通信プロトコルを意識せずにインターネットを利用
していることと合わせて考えた場合、利用者からサービス提供者の判断ができなく
なることから いずれの方式においても1 の接続回線に対して1 のサ ビス提供 当社としては、今後とも、同様のビジネスモデ

ルを採用することにより、多様なＩＳＰ事業者様と
接続することで、お客様の選択肢も広がり、お客
様の利便性向上に資するものと考えています。

なお、ネイティブ方式導入後においても、NGN
の特徴である高いセキュリティを確保できるよう

なることから、いずれの方式においても1つの接続回線に対して1つのサービス提供
事業者となる配慮がなされていません。

こうした利用者への配慮を考えた場合にはNTT東西の設備も単純化される可能性

があり、これに伴った費用負担も減少にも繋がることから、利用者の利便性と経済
性を考慮した現行サービスとの統合サービス形態となることが必要であると考えま
す の特徴である高いセキュリティを確保できるよう、

努めてまいります。
す。

【株式会社電算】

「NTT東西によるコネクティビティ」と「ＩＳＰ事業者によるリーチャビリティ」と
役割を分担し 利用者によるＩＳＰ事業者選択の自由度を確保した一方で 利用者役割を分担し、利用者によるＩＳＰ事業者選択の自由度を確保した 方で、利用者
はNTT東西ＩＳＰ事業者の双方と契約を結ぶ必要があり、利用者に対する窓口が一元
化される他の垂直統合型ＩＳＰサービスやホールセール型ＩＳＰサービスと比べて、
サービスの内容や利用者向け対応窓口がわかりにくくなったことは否めません。さ
らに、プロバイダパックやひかり電話、映像サービスなどとの一括請求が導入され
たことなどにより、どの事業者がどの機能を提供しているのか、利用者にとって極たことなどにより、どの事業者がどの機能を提供しているのか、利用者にとって極
めてわかりにくい仕組みとなってしまっていると認識しております。

【株式会社インターネットイニシアティブ】

また、ネイティブ方式ではひとつのIPv6アドレスで閉域網であるNGNと公衆網であるイン
タ ネ トに接続するため NGN内におけるセキ リテ が低下し更には ザ利便性の低ターネットに接続するため、NGN内におけるセキュリティが低下し更にはユーザ利便性の低
下が想定されます。

【イー・アクセス株式会社】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

４ その他 ４－２ 今後の国際的な標準化動向との整合について解決を図ることが必要 今後も国際的な標準化動向との整合に努めな４．その他 ４ ２ 今後の国際的な標準化動向との整合について解決を図ることが必要 今後も国際的な標準化動向との整合に努めな
がら検討及び開発を行い、事業者様のご要望に
応えていきたいと考えています。ＩＰｖ４枯渇予想時期までにＩＰｖ６対応を間に合わせるため、トンネル方式およびネイティブ

方式が、それぞれ技術的要件について不確定要素を残しながらも一旦申請案のとおりで整
理されたものと理解していますが、ＮＧＮ活用業務の認可条件において「なお、次世代ネット
ワークに係る技術的要件については、可能な限り国際的な標準化動向と整合的なものとな
るよう努めるとともに と示されているとおり 今後の国際的な標準化動向との整合にるよう努めるとともに・・・」と示されているとおり、今後の国際的な標準化動向との整合につ
いて解決を図ることが必要であると考えます。

【KDDI株式会社】

グローバル展開を図るうえで、日本の独自色の強い方式が国際的に受け入れられグロ バル展開を図るうえで、日本の独自色の強い方式が国際的に受け入れられ
るのかという点について、十分検証いただくことが肝要と考えます。

【株式会社ケイ・オプティコム】

４－２－１ ＩＰｖ６のＮＡＴ方式の国際標準化について

トンネル方式おいてIPv6用NAT（Network Address Translation）方式をアダプタに
て接続することとしていますが、IPv6のNAT方式は国際標準化されておらず、国際

標準が規定された場合にアダプタの変更やソフトウェアの更改が必要となるおそれ
があるため、NTT東西殿は国際標準が規定された場合の対応について、事業者に事があるため、NTT東西殿は国際標準が規定された場合の対応について、事業者に事
前に説明すべきと考えます。

【ソフトバンク株式会社】

その際のNAT方式についても現在IEFTで標準化が進んでいる方式が採用され、日本独
自 方式採 更なるガ パゴ 化 ならな と望 ます自の方式採用で更なるガラパゴス化にならないこと望みます。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

４ その他 ４－３ トンネル方式を先行提供すべき トンネル方式及びネイティブ方式何れの方式も４．その他 ４ ３ トンネル方式を先行提供すべき トンネル方式及びネイティブ方式何れの方式も、
ＩＰｖ４アドレスの枯渇に対応するため、 ２０１１年
４月に間に合うよう開発を進める考えです。

また、これらとは別に重要な課題があり、それはサービス提供開始時期の問題です。トン
ネル方式より先にネイティブ方式が開始されてしまえば、ユーザが専用アダプターの追加に
何らかの費用を支払わなければならないトンネル方式に、後から乗り換える可能性は非常
に低く、トンネル方式によって市場が独占されていくことに疑問の余地はないはずです。まし
てや 日々の 事での遅延は日常的で それに対する返答も多くの場合は「 事混雑 でてや、日々の工事での遅延は日常的で、それに対する返答も多くの場合は「工事混雑」で
あり、遅延による損害は支払う法的根拠がないということで一度も支払われた実績がありま
せん。遅延があった際、われわれＩＳＰが施主やユーザに対して何らかの経済的な補填をす
ることがあってもNTT東西会社が補填を行うことはないという、不思議な状況が今でも存在
している訳ですから、故意であるかどうかに関わらずネイティブ方式が先行する可能性はあ
ります 従 て 最低限認可条件にトンネル方式を先行提供する旨明記するべきだと強く主ります。従って、最低限認可条件にトンネル方式を先行提供する旨明記するべきだと強く主
張いたします。

【社団法人日本インターネットプロバイダー協会（地域ＩＳＰ部会）】
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

４ その他 ４－４ 費用負担範囲の見直しに多くの時間が浪費され遺憾 当社は ２００８年４月に 社団法人日本イン４．その他 ４ ４ 費用負担範囲の見直しに多くの時間が浪費され遺憾 当社は、 ２００８年４月に、社団法人日本イン
ターネットプロバイダー協会様から３つの方式案
を提案いただき、 ２０数回の協議を通じ、仕様検
討を行うとともに、仕様確定後は速やかに概算
費用及びその負担方法について検討し提示いた
しました。

ボトルネック設備を持つが故に優位な立場にあるＮＴＴ東・西とＩＳＰとの民－民の協議に委
ね、ＩＰｖ６マルチプレフィックス問題の解決を図ろうとすることにも無理があったと考えます。
ＩＳＰは、アクセスを独占するＮＴＴ東・西のＮＧＮと接続せざるを得ない立場にある上、ＮＴＴ
東・西での検討結果を検証することが実質不可能である等、情報力にも差があるため、対
等な協議ができません 実際に協議は平行線を辿り 年 月 日の 事業者向け

しました。

加えて、一部のＩＳＰ事業者様からご要望のあっ
た案４（ネイティブ方式）についても、１０数回の
協議を重ねて仕様検討を行い、概算費用及びそ
の負担方法をご提示いたしました。

このように当社としては ２０１１年４月にＩＰｖ６

等な協議ができません。実際に協議は平行線を辿り、２００９年２月６日のＩＳＰ事業者向け
説明会においても、ＮＴＴ東・西は、ＮＧＮのＩＰｖ６インターネット接続を実現するために必要
な費用は、各接続方式を選択したＩＳＰに全額費用負担を求めると主張していました。 接続
約款変更の認可申請の段階に至り、ＩＳＰの費用負担範囲は見直されましたが、ＩＰｖ４枯渇
時期が差し迫っているにもかかわらず、多くの時間が浪費されたことは誠に遺憾です。

【 株 会社】 このように当社としては、２０１１年４月にＩＰｖ６
インターネット接続機能が提供できるよう、社団
法人日本インターネットプロバイダー協会様や他
事業者様のご要望を踏まえながら、真摯に検討
及び協議を重ねてきたところであり、意義のあっ
たものであると考えます

【KDDI株式会社】

たものであると考えます。
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

４ その他 ４－６ ３週間前には開催アナウンスすべき。資料は事前配布すべき。ネット開催すべき。 説明会については 認可申請の内容を極力速４．その他 ４ ６ ３週間前には開催アナウンスすべき。資料は事前配布すべき。ネット開催すべき。 説明会については、認可申請の内容を極力速
やかに他事業者様にご説明しご理解いただける
よう、認可申請から約２週間後に開催させていた
だいているところです。

また、説明会をご欠席された事業者様について
は資料の送付・個別のご質問への対応等をさせ

開催のアナウンスが直前すぎます。スケジュール調整が困難で出席したくても出席できな
い事業者さんが多いのではないかと思います。 スケジュール調整も含めると3週間は前に
アナウンスすべきと思います。 この他、会議を円滑に進めるために事前に資料配布を行う
べきこと、 質疑応答に対する時間の配分、さして重要とも思われない内容の文書を 一律に
暗号化して無用の手間をかけさせる となど 説明会の開催に関して改善すべき点が多々 は資料の送付・個別のご質問への対応等をさせ

ていただき、事業者様にご理解いただけるよう努
めているところです。

当社としては、今後とも円滑に説明会を開催で
きるように努めていく考えです。

なお 今回のＩＰ ６インタ ネ ト接続について

暗号化して無用の手間をかけさせることなど、 説明会の開催に関して改善すべき点が多々
あります。

なお、NTT地域会社の本社所在地の東京や大阪でのみ説明会が開催されます。 電子的
に説明会を行うのに技術的・制度的な大きな問題があるとは思えません。 説明をインター
ネットのストリーミングで行い、質問をメールやチャットで 受け付けるようにすると良いと思

す なお、今回のＩＰｖ６インターネット接続について
は、その検討の進捗状況に応じ、当社主催の説
明会を計３回（本年２月、４月、６月）実施し、さら
に、事業者団体様のご要請に基づいた出張説明
会等を計３回、合計６回の説明会を開催し、のべ
２６５社／４７０名の他事業者様にご参加頂いて

います。

【有限会社ナインレイヤーズ】

２６５社／４７０名の他事業者様にご参加頂いて
おり、事業者様にご理解いただけるよう最大限
努めて参りました。
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ＩＰｖ６インターネット接続に係る認可申請に関する他社意見に対する再意見

区分 他事業者様意見 当社意見

４．その他 ４－７ ＮＴＴ東西の組織形態を見直し、FTTHアクセスとＩＰト
ランスポ ト網を分離してＮＧＮを構築し直した上でＩＰ ６を

ご指摘の内容は、そもそも、本認可申請の内容とは関係ない事項と考えます。

ランスポート網を分離してＮＧＮを構築し直した上でＩＰｖ６を
提供していくことを検討する等、抜本的な議論をする必要。 なお、ＫＤＤＩ殿のご指摘について、当社は、次のように考えています。【別紙】

①「ＮＧＮはＮＴＴ東・西のＦＴＴＨサービス以外のアクセス網を利用できる
仕組みがない」とありますが、当社のＮＧＮは、当初からインターフェー
ス条件（ＮＮＩ、ＳＮＩ、ＵＮＩ）をオープン化し、公表しているところであり、

■ ＮＴＴ東・西のＮＧＮは、公社時代からの顧客基盤と独占
的なアクセス網を温存し、それらを市場支配力の源泉と
して、将来に亘ってＮＴＴ東・西が市場を独占することを前 ス条件（ 、Ｓ 、 ）をオ プン化し、公表していると ろであり、

現時点で実需要はないものの、電力系事業者様の光ファイバやＣＡＴＶ
事業者様の同軸ケーブルをＮＧＮに収容することも可能となっているこ
とから、ＫＤＤＩ殿のご指摘は事実に反すると考えます。

②「お客様に東西のＮＧＮ以外に選択の余地がない」、「ＩＳＰ各社も東西

して、将来に亘 て 東 西が市場を独占する とを前
提とした網であると言えます。なぜならＮＧＮはＮＴＴ東・
西のＦＴＴＨサービス以外のアクセス網を利用できる仕組
みがなく、７割以上の独占的な市場シェアを持ち現在も
シェアを伸ばしているＦＴＴＨサービスと一体で構築されて
いるからです。これはＮＴＴ再編成の趣旨に反し、ＮＴＴ独

のＮＧＮと接続せざるを得ない」とありますが、アクセス回線のボトル
ネック性に起因する影響は、ダークファイバの提供などオープン化措置
によりネットワーク側に及ばないよう遮断されており、ＫＤＤＩ様を含む他
事業者様は、当社からダークファイバを調達して自前構築したＩＰ網に
収容し、現にＦＴＴＨサービスを提供されているほか、電力系事業者様

占へと逆行する動きです。

■ ＦＴＴＨサービスの独占性を考慮すれば、本来ＮＧＮはＦＴ
ＴＨサービスと分離して構築される必要がありますが、現
実にはそのような提供形態にはなっていません その結

やＣＡＴＶ事業者様も、アクセス回線とＩＰ網の双方を自前構築し、ＦＴＴＨ
等のブロードバンドサービスを提供されている等、ブロードバンド市場
では、当社と他事業者様との間で多様な競争が進展し、お客様・ＩＳＰと
もに多様な選択肢が確保されていることから、ＫＤＤＩ様のご指摘は事
実に反すると考えます。

実にはそのような提供形態にはなっていません。その結
果、お客様にはＮＴＴ東・西のＮＧＮ以外に選択の余地が
なく、ＩＳＰ各社もＮＴＴ東・西のＮＧＮと接続せざるを得な
い構造になっています。本来、アクセス網とアクセスより
上位の網が互いに独立しており、お客様が多様なアクセ
ス網を用いて、自由にインターネットやＮＧＮを選択可能ス網を用いて、自由にインタ ネットやＮＧＮを選択可能
な環境があるべき姿であると考えます。

■ 従って、地域電気通信業務を本来業務とするＮＴＴ東・西
が、活用業務といった例外的な対応で、アクセス網と括り
付けてＮＧＮを提供するのではなく お客様の選択肢を付けてＮＧＮを提供するのではなく、お客様の選択肢を
確保するため、ＮＴＴの組織形態を見直し、FTTHアクセス
とＩＰトランスポート網を分離してＮＧＮを構築し直した上で
ＩＰｖ６を提供していくことを検討する等、抜本的な議論を
する必要があると考えます。

【KDDI株式会社】
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ＮＧＮとアクセス回線は別々にアンバンドルしており、KDDIの主張は適当でない

■ アクセス回線のボトルネック性に起因する影響は、ダークファイバ等のアンバンドルによって、ネットワーク側
に及ばないよう遮断されている

別紙別紙

に及ばないよう遮断されている

■ 現にグループ内外の事業者が、ＩＳＰ／ＣＰ事業者としてＮＧＮに接続し、フレッツネクストのお客様や他社ＦＴＴ
Ｈサービス等のお客様に、多彩なサービスを提供できる環境は整っている

KDDIの主張 KDDIの主張に対する当社の考え

インターネット インターネットインターネット 現にグループ内

ネ
ッ他事業者

◎
ＩＳＰ事業者（31社） ＣＰ事業者（3社）

外の事業者が
ＩＳＰ/ＣＰ事業者
としてＮＧＮに
接続し、多彩な
サービスを提供●

ッ
ト
ワ
ー
ク

電力系
ＣＡＴＶ
ＩＰ網

他事業者
ＩＰ網

NGN

サ ビスを提供

収容局接続

ＩＳＰ接続

◎◎

ＳＮＩ

ア
ク
セ

西/東 光ファイバ等電力系光
ＣＡＴＶ同軸

◎

ダークファイバ等
の バ ド に

収容局接続

◎
西/東 光
ファイバ等

ﾀﾞ ｸ ｲ ﾞ
セ
スのアンバンドルに

よって、アクセス
回線からの影響
は遮断

(ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ、
ｼｪｱﾄﾞｱｸｾｽ）
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電力系・CATVユーザ フレッツネクストユーザ 他社FTTH等サービスユーザ
（KDDI札幌エリア）


